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1. 世界経済の動向

1 世界経済の動向
成田空港を取り巻く環境Part1

図1-1　世界の実質経済成長率

図1-2　世界の実質経済成長率（四半期）
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1 世界経済の概観
引き続き緩やかに回復する世界経済
　内閣府が2018年7月に発表した『世界経済の潮流』
によると、2018年前半の世界経済は、前年に引き続き
緩やかな回復を続けている。17年は世界各国・地域
において同時進行で景気が回復したが、18年入り後も
世界同時進行の景気回復が続いているとみられる（図
1-1参照）。ただし、アメリカ、ヨーロッパ間で回復の勢
いに差もみられる。
　17年以降の同時回復の背景には、貿易の拡大があ
る。リーマン・ショックに端を発する世界金融危機後、
世界の貿易量の伸びが経済成長率を下回るいわゆる

「スロー・トレード」の状態に陥っていたが、16年秋以
降、貿易量の伸びが急回復した。この貿易拡大の流れ
は、生産や設備投資の拡大にも波及している。
　OECD（経済協力開発機構）やIMF（国際通貨基金）
は、17年秋時点での17年の世界経済の成長率見通し
を18年春の見通しで上方改定しており、特に17年後半
は17年秋時点での予測よりも力強い回復となった。世
界全体の実質経済成長率をみても、17年後半に成長
率が高まっていることが分かる（図1-2参照）。

◇
　17年の世界経済の成長率が予測を上回るペースで
回復した背景には、貿易と設備投資の回復がある。
　貿易の動向を世界全体および主要国・地域における
輸出から確認すると、17年末から18年にかけて伸びが
加速しており、特に中国を含む新興アジアの伸びが顕

著である（図1-3参照）。世界の貿易量の成長率は、16
年の2.3％から17年には4.9％へと加速しており、IMFは
18年には5.1％へとさらに勢いが増すと見込んでいる。
　生産の動向をみると、世界貿易の拡大等を受け、世
界の鉱工業生産も堅調な増加が続いている。先進国
における生産水準をみると、ユーロ圏は未だ世界金融
危機直前に記録したピークに到達していないものの、
アメリカは17年末にピークを超えている。新興アジア
では、世界金融危機前と比較して大幅な増加となって
いる。
　また、16年秋頃からの貿易拡大等を背景とした生
産の増加は、17年には設備投資へも波及したと考え
られる。アメリカとユーロ圏の設備投資を確認すると、
17年は16年と比較して伸びが高まっている。特に、ア
メリカでは、16年は設備投資に弱い動きがみられたが、
17年は堅調に増加しており、世界金融危機直前のピー
クを大きく超えている。貿易と設備投資の間には強い
相関関係があり、こうした先進国における設備投資の
回復がさらに貿易拡大に寄与していると考えられる。

世界経済の見通しと主なリスク
　18年の世界経済は17年に続き、緩やかな回復が続
くとみられる。国際機関の経済見通しによれば、世界
の実質経済成長率は18年には17年よりもさらに加速し、
その勢いを19年も維持すると見込まれている。例えば、
IMF、OECDともに18年、19年それぞれ4％弱の成長が
予測されている。これらの見通しは、両機関とも昨年
秋時点から上方改定がなされている。また、主要先進
国では18年と比較して19年には成長率が幾分低下す
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表1-1　国際機関による経済見通し� （前年比、％）

IMF OECD

17年 18年 19年 17年 18年 19年

世界 3.7 3.9 3.9 3.7 3.8 3.9

先
進
国

日本 1.7 1.0 0.9 1.7 1.2 1.2

アメリカ 2.3 2.9 2.7 2.3 2.9 2.8

ユーロ圏 2.4 2.2 1.9 2.6 2.2 2.1

ドイツ 2.5 2.2 2.1 2.5 2.1 2.1

フランス 2.3 1.8 1.7 2.3 1.9 1.9

英国 1.7 1.4 1.5 1.8 1.4 1.3

新
興
国

中国 6.9 6.6 6.4 6.9 6.7 6.4

ブラジル 1.0 1.8 2.5 1.0 2.0 2.8

インド 6.7 7.3 7.5 6.5 7.4 7.5

ロシア 1.5 1.7 1.5 1.5 1.8 1.5

（備考） 1.  IMF"World Economic Outlook Database, July 2018"、OECD 
"Economic Outlook 101" May2018より作成。2017年は推計値、
18年、19年は予測値。

　　　 3. インドは年度（4月〜翌3月）。

（備考）オランダ経済分析局より作成。3カ月移動平均
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図1-3　世界の主要国・地域の輸出

ると見込まれている（表1-1）。
◇

　今後の世界経済は緩やかな回復が見込まれるもの
の、留意すべきリスク要因も存在する。
　第一に、アメリカをはじめとする国々の通商政策に
おいて、貿易制限措置が広がりつつある点に留意が必
要である。18年3月にアメリカ政府が鉄鋼・アルミニウ
ムへの追加関税を発動して以降、複数のアメリカの貿
易相手国がそれに対する対抗措置を発動または発表し
ている。さらに、アメリカ政府は、各国からの自動車輸
入についても安全保障への影響について調査を始め、
輸入制限措置を課すことを検討している。
　GDP及び輸出入が世界第1位、第2位の米中間におい
ては、7月にアメリカ政府が「中国による技術移転の強
要、知的財産権の侵害」を理由に中国からの輸入品に
対し追加関税を賦課し、さらなる追加措置の検討も行
われており、中国政府もそれに対する対抗措置を講じ
ている。企業がグローバルバリューチェーンを構築す

る世界経済にあっては、二国間での貿易制限措置の影
響は容易に他国にも波及し得る。例えば、中国はアジ
ア近隣諸国より電子部品等を輸入し、アメリカやEUに
携帯電話やコンピュータ等を輸出する貿易構造を有し
ており、アメリカが中国からの輸入に何らかの貿易制
限措置を加えた場合には、その影響はアジア近隣諸国
にも及び得る。経済・貿易規模が大きい米中間におい
てさらなる貿易制限措置が実施された場合や、米中間
にとどまらず世界において貿易制限措置が拡大した場
合には、貿易に支えられてきた世界経済の回復に大き
な影響が及び得る 。
　第二に、拡張的な財政政策の下で正常化が進められ
ているアメリカの金融政策の動向である。18年1月以
降、連邦法人税率の引下げを含む税制改革が実施さ
れ、連邦政府の歳出上限が引き上げられるなど、拡張
的な財政スタンスがとられており、財政赤字の拡大と
それによる金利上昇圧力の高まりが見込まれる。金利
が予想以上に急激に上昇した場合には、アメリカ経済
や世界経済を減速させる可能性もある。
　第三に、英国のEU離脱をはじめとするヨーロッパ
における政策に関する不確実性である。ヨーロッパで
は、英国のEU離脱交渉が難航しており、19年3月の離
脱後の英国とEUの経済関係について不透明感が払拭
されていない。また、18年3月のイタリア総選挙の結果、
6月にはEUに懐疑的な政党による連立政権が発足し、
このような政治情勢の変化が経済政策の不確実性を
高める可能性がある。
　第四に、中国における過剰債務問題や不動産価格
の動向である。過剰債務問題については中国政府によ
るデレバレッジの取り組みが進められ、不動産価格に
ついても価格抑制策が実施されている。しかし、過剰
債務問題の深刻化や不動産価格の大幅な変動は、銀
行のバランスシートの毀損や融資態度の慎重化につな
がる可能性も否定できない。
　第五に、金融資本市場の変動等である。上記のさま
ざまなリスクが顕在化した場合、金融資本市場が短期
間に大きく変動し、その影響が世界各国の実体経済に
波及する可能性がある。18年2月及び3月には、アメリ
カの長期金利上昇、財政赤字拡大への懸念、米中間
の貿易摩擦等を材料にアメリカ市場で株価が急落し、
それが他の主要国の株式市場へも波及した。このよう
に金融資本市場においては、リスクがこれまで以上に
強く意識されていることから、その動向を注視してい
く必要がある。
　また、18年前半には、OPEC加盟国・非加盟国の協
調減産やアメリカによるイランに対する経済制裁への
警戒感等を背景に原油価格が上昇基調にあり、原油
価格の動向にも留意する必要がある。
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2 日本経済：景気回復の現状と課題
　内閣府が2018年8月に発表した『平成30年度年次
経済財政報告』によると、我が国経済は2012年11月を
底に緩やかな景気回復が続いており、2016年後半か
らは、世界経済の回復や世界的な設備投資や情報関
連財需要の高まり、雇用・所得環境の一層の改善と消
費の持ち直し、技術革新等を取り入れる設備投資の堅
調さに支えられて、改善が進んでいる。戦後最長の回
復である第14循環（2002年2月から2008年2月までの
73カ月間）と比べると、今回の景気回復の特徴は、デ
フレではない状況となる中で、雇用・所得環境の改善
や企業収益の改善が消費や投資を支え、輸出も持ち
直しを続けるなどバランスのとれたものとなっている。
加えて、今回は経済の好循環が地方にも広がりつつあ
り、全国各地で景気回復が進んでいる。

◇
　今回の回復局面における実質GDPの動きをみると

（図1-4参照）、2013年度は政府の経済対策による公
需の下支えに加え、消費税率引上げ前の駆け込み需
要もあって個人消費など民需が大きく増加したことで
2.6％増と大きく増加したが、2014年4月の消費税率引
上げ後は、駆け込み需要の反動減等によって4〜6月期
に消費が大幅に減少したこともあり、実質GDP成長率
は2014年度0.3％減とマイナス成長となった。2015年
以降は個人消費や民間企業設備投資が持ち直しに向
かったが、2015年半ば以降は中国経済をはじめとする
新興国経済の減速や2016年6月の英国のEU離脱の国
民投票結果もあって世界経済の不透明感が高まる中
で、実質GDP成長率は2015年度1.4％増から2016年度
には1.2％増へと伸びがやや鈍化した。2016年後半以
降は、先進国経済の堅調さが続き、新興国経済も勢い
を増す中で、設備投資や情報関連財需要が世界的に
好調であったこともあり、我が国の輸出や生産は持ち
直した。内需についても、雇用・所得環境の改善によ
る消費の持ち直し、技術革新や人手不足等に対応した
設備投資の伸びがみられたことから、実質GDP成長率
は2017年度1.6％増と伸びが高まった。
　2018年に入ってからは、冬場の天候不順や世界的
なスマートフォン需要の一服もあって1〜3月期の実質
GDP成長率は前期比年率マイナス0.6％となったもの
の、世界的な景気回復の継続に加え、国内の雇用・所
得環境の一層の改善、技術革新や人手不足に対応した
企業の投資意欲の高まり等により、内外需ともに底堅
さがみられ、緩やかな景気回復の基調は続いている。

◇
　2016年半ば以降にみられる景気回復の堅調さの背
景には、①世界経済の同時回復や資本財や情報関連

財の好調さ、②国内における雇用・所得環境の改善と
個人消費の持ち直し、③技術革新、人手不足への対応
や急増するインバウンド需要を背景にした民間企業設
備投資の堅調さがある。
　GDPの6割程度を占める民間消費の動向をみると、
2014年度は消費税率引上げの影響もあり2.5％減と前
年度比で大きく減少した後、2015年度は0.8％増とや
や持ち直した。その後、2016年度は熊本地震等の一
時的な下押し要因もあって0.3％増とやや減速したが、
2017年度は0.9％増と伸びを高めている。
　この間、消費活動の重要な要素である雇用・所得環
境は、生産活動の回復に加え、内需の持ち直しやイン
バウンド需要などもあり非製造業でも企業業績が改
善する中、雇用者数が大幅に増加するとともに賃金が
緩やかながら上昇することで大きく改善を続けている。
実質ベースでみた雇用者報酬をみると、2014年度は前
年度比で1.2％低下したが、その後は2015年度1.4％増、
2016年度2.7％増、2017年度1.7％増と堅調な増加が
続いており、個人消費の伸びをけん引していると考え
られる（図1-5参照）。

◇
　個人消費の持ち直しの背景には、雇用・所得環境が
一段と改善していることが挙げられる。少子高齢化に
よって我が国では生産年齢人口が長期にわたり減少を
続けており、こうした中で、我が国の就業者数も2002
年から2012年にかけて48万人減少した。しかしながら、
今回の回復局面では就業者数は大幅な増加に転じて
おり、2012年には6271万人だった就業者数は2017年
には6522万人と251万人も増加し、2000年代の景気
回復局面の就業者数を超える水準となっている。また、
内閣府が2018年4月に発表した『日本経済の現状』に
よると、保育の受け皿拡大等により女性の就業者が
201万人増加したことに加え、若者への支援等により、
若者（15〜24歳）の失業率は4.6％と、1992年以来の
低水準となっている。所得も、2％程度の高い賃上げ
が4年連続で実現し、最低賃金を5年連続で大幅に引
き上げ、働く人全体の所得が24兆円増加。その結果、
消費も持ち直している。

◇
　民間企業設備投資の動向をみると、暦年ベースで
は2011年から2017年まで7年連続の増加となっており、
最近の状況では2016年0.6％増から2017年には2.9％
増へと伸びが高まっている。民間企業設備投資は、機
械 投資（48％：2016年の設備投資における構成比、
以下同じ）、建設投資（22％）、R＆D投資（19％）、ソフ
トウェア投資（11％）等から構成されるが、各項目とも
に堅調に増えている。このうち、機械投資、R＆D投資、
ソフトウェア投資の増加については、第4次産業革命と
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も呼ばれる技術革新が進む中、新製品開発や情報化
投資が進んでいることに加え、人手不足感の高まりに
よる省力化への対応も背景にあると考えられる。建設
投資については、都市部の再開発に伴うオフィスビル
の建て替え、インバウンド需要の増加に対応するため
のホテルの建設、電子商取引の拡大に伴う物流施設の
建設などの動きを反映して、このところ大きく増加して
いる。
　こうした技術革新、省力化、建設需要に関しては、
各種調査結果からも企業の投資意欲が引き続き強い
ことから、民間企業設備投資は今後も堅調に推移する
ことが見込まれる。

◇
　企業では、世界経済の緩やかな回復や情報関連財
需要等が堅調であることを背景に輸出や生産活動は
回復するとともに、消費や投資など内需が堅調であり、
インバウンド需要が急増していることなどから非製造
業も総じて好調で、企業収益は過去最高を更新して

いる。
　設備投資は、今回の景気回復局面で最も成長率を
押し上げている項目であり、2009年度を底に2010年
度以降緩やかな増加が続いている。設備投資の好調
さの背景には、建設投資が都市部の再開発やインバ
ウンド対応などで好調なこともあるが、技術革新が進
む中で各産業の市場の成長期待が高まっていることや
省力化投資などへの対応が影響していると考えられる。
　省力化投資について、省力化に関連が深い、産業用
ロボット、工作機械、運搬機械が今回の回復局面で大
きく伸びており、企業が省力化関連投資を進めること
で人手不足に対応し、効率化を進めている姿がうかが
える。また、技術革新が進む中で、新製品の開発のた
めの投資など前向きな動きもみられている。日本政策
投資銀行が実施した「平成29年度全国設備投資計画
調査」をみると、IoT、AIの活用進展を背景に、自動運転、
ファクトリーオートメーション、次世代電池開発等、幅
広い研究開発への取り組みが確認できる。

図 1-4　景気の現状：内需を中心に緩やかに回復している

図 1-5　個人消費の動向：所得環境の改善が続く中、個人消費は持ち直し
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2 旅客数の動向

（1）日本人出国者数は2年ぶりのプラスに
　観光白書によると、2017年の出国日本人数は前年
比4.5％増の1788万9292人となり、2年連続でのプラ
スとなった（図1-6参照）一方、訪日外国人旅客数は引
き続き好調な伸びを示しており、3年連続で訪日外国
人旅行者数が出国日本人数を上回る結果となった。
　ちなみに、2017年の出国日本人数の動向を月別に
見ると、1月は前年同月比1.5％増と、2016年11月の
10.5％増、同12月の8.0％増に比べてペースダウン。し
かしその後、2月は12.2％増、3月は12.6％増と2桁の
伸びを示した。続く4月は1.2％減と前年同月を割り込
んだものの、以降はほぼ順調に推移。5月は曜日配列
の良いゴールデンウィークがプラスに作用して6.9％増
となった。10月にはわずかながら前年同月を割り込み、
12月も微増にとどまったが、全般的には順調な推移で、
そのペースは2018年に入っても継続している（表1-2
参照）。

（2）訪日外国人旅客数は5年連続で過去最高
　観光白書によると、2017年の訪日外国人旅行者数
は、過去最高であった2016年の2403万9700人をさ
らに19.3％上回る2869万1073人となり、5年連続で
最高を更新し、目標である2020年の4000万人に向
け堅調に推移している（図1-7参照）。
　このような状況の下で、主要20市場の全てにおいて
年間での過去最高を記録した。
　アジアからの訪日外国人旅行者数は2434万人で前
年比21.1％増となり、訪日外国人旅行者数全体に占め
る割合は84.8％に達した。年間を通じて、韓国、香港
等との間の航空便数の増加やクルーズ船の寄港増な
どが訪日需要を喚起したと考えられる。
　東アジアでは、韓国が40％を超える伸び率となる
等、中国、韓国、香港、台湾で21.9％増の2129万人と
なり、初めて2000万人を超えた。
　東南アジアは、ASEAN（東南アジア諸国連合）の主
要6カ国（タイ、シンガポール、マレーシア、インドネシ
ア、フィリピン、ベトナム）の訪日外国人旅行者数の合
計が292万人となった。
　欧州からの訪日外国人旅行者数は153万人となり、
このうち主要5カ国（英国、フランス、ドイツ、イタリア、
スペイン）では100万人となった。北米からの訪日外
国人旅行者数は168万人となり、このうち米国は138
万人となった。オーストラリアからの訪日外国人旅行
者数は50万人となった。
　その他の地域では、南米が9.2万人、アフリカが3.5

万人であった。
　このように、訪日外国人旅行者数が堅調に増加して
いる要因としては、近隣アジア諸国を中心とした諸外
国のアウトバウンドが増加する中、観光を地方創生の
切り札、我が国の成長戦略の柱と位置付け、ビザ緩和
や外国人旅行者向け消費税免税制度の拡充等、これ
までにない大胆な取り組みを国を挙げて実行するとと
もに、CIQ体制の充実や航空・鉄道・港湾等の交通ネッ
トワークの整備、多言語表記をはじめとする受入環境
整備等への関係者の協力、JNTOをはじめとしたイン
バウンド関係者が連携して取り組んだプロモーション
等の成果によるものと考えられる。
　訪日外国人旅行者による日本国内における消費
額は、2012年以降急速に拡大し、2017年は前年比
17.8％増の4兆4162億円となった。他方、訪日外国
人旅行者1人当たりの旅行支出は、2017年は前年比
1.3％減の15万3921円となった。
　この背景には、比較的滞在期間が短く、1人当たり
旅行支出が相対的に少ない韓国からの旅行者数が前
年比で40.3％増加したことなどが全体の平均泊数や1
人当たり旅行支出を押し下げる要因となったことが挙
げられる。2020年に訪日外国人旅行消費額を8兆円
にするとの目標に向け、1人当たり旅行支出の増加が
必要で、そのためには、比較的1人当たり旅行支出が
高い傾向にある欧米豪からの旅行者の掘り起こしや
富裕層の獲得、滞在期間の長期化等が重要である。
　なお、JNTOによると、訪日外国人客数の月別の動
向で1月は、前年同月比24.0％増と2016年から引き続

表 1-2　2017 年出国日本人数・訪日外国人旅客数

月 出国日本人数
（人）

伸び率
（％）

訪日外国人旅客数
（人）

伸び率
（％）

1 月 1,295,059 1.5 2,295,668 24.0
2 月 1,493,399 12.2 2,035,771 7.6
3 月 1,745,412 12.6 2,205,664 9.8
4 月 1,234,921 − 1.2 2,578,970 23.9
5 月 1,317,742 6.9 2,294,717 21.2
6 月 1,336,169 5.1 2,346,442 18.2
7 月 1,480,718 3.1 2,681,518 16.8
8 月 1,888,071 3.8 2,477,428 20.9
9 月 1,622,694 4.5 2,280,406 18.9

10 月 1,459,083 − 0.3 2,595,148 21.5
11 月 1,546,985 4.6 2,378,079 26.8
12 月 1,469,039 0.9 2,521,262 22.9
合計 17,889,292 4.5 28,691,073 19.3

出典：法務省、日本政府観光局（JNTO）
（注）「伸び率」は対前年同月または年の伸び率を示す。
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いて2桁の高い伸びを示したが、2月は7.6％増と、伸
び率が1桁台にとどまった。これは2016年は2月であっ
た旧正月が1月末に始まったことに加え、前年が“うる
う年”で2月の日数が1日多かったことなどによる。続
く3月も9.8％増と1桁台にとどまったが、これは2016
年には3月末であったイースター休暇が2017年は4月
となったことで、欧米豪を中心とした市場に大きな影
響を及ぼしたとみられる。5月以降は勢いを取り戻し、
10％台後半から20％台前半を中心とした伸び率で好
調に推移した（表1-2参照）。

1 出国日本人の動向
（1）都道府県別
　法務省入国管理局によると、2017年の都道府県別

（住所地別）の日本人出国者数では、福島県が前年比
0.2％減とわずかに減少に転じた以外は、全ての都道
府県で前年比がプラスを記録した。ただし、全国で唯
一のマイナスとなった福島県も、実数では171人の僅差
であり、概ね全国レベルで海外旅行需要の堅調な増
加が見られる。
　なお、都道府県別の人数でトップ5の動向は、1位が
東京都で前年比5.4％増の378万5770人、以下、2位の
神奈川県は同3.5％増の188万732人、3位の大阪府は
同5.6％増の143万2400人、4位の愛知県は同4.0％増
の114万82人、5位の千葉県は同3.4％増の103万1197
人。それぞれ順位は2016年と変動はない。伸び率での
トップ5は、1位が熊本県（前年比16.4％増）、2位が沖
縄県（同14.3％増）、3位が石川県（同8.7％増）、4位
が徳島県（同7.4％増）、5位が岡山県（同6.8％増）。

（2）性別・年齢別
　2017年の日本人出国者数1788万9292人のうち、男
性は前年比3.3％増の994万9214人（シェア55.6％）、
女性は同6.0％増の794万78人（同44.4％）で、男性よ
りも女性の伸びが目立った。
　また、男女合計での年齢別の人数で、2017年は全15
セグメント（5歳区切りでのそれぞれと、70歳以上）の
うち、65〜69歳の層が0.2％減と前年を下回ったほか
は、各年齢層で2016年の人数を上回った。
　そのうち最も伸び率が高かったのは12.3％増となっ
た20〜24歳（シェア8.5％）で、これに次いで8.0％増
の15〜19歳（同3.8％）、7.1％増の50〜54歳（同9.7％）
の順。このうち最も伸びが高かった20〜24歳を男女別
に見ると、男性の伸び率は9.6％増であるのに対して女
性は13.8％増で、この女性層の伸びが高く、全体を牽
引しているのが近年の傾向となっている。
　なお、年齢別・性別で100万人を超えている層は、

45〜49歳男性の123万6895人、40〜44歳男性の114
万3721人、50〜54歳男性の113万4617人、20〜24歳
女性の101万4089人の4セグメントとなっている。

（3）空港別
　空港別の日本人出国者数で、成田空港は前年比
2.3％増の679万184人（シェア38.0％）と人数ではトッ
プだが、シェアは0.8ポイント減となっている。人数の2
位は羽田空港で同8.8％増の461万4536人（同25.8％）
でシェアは1.0ポイント増。3位は関西空港で同3.6％増
の330万2811人（同18.5％）でシェアは0.1ポイント減。
以下、中部空港が同2.2％増の143万8939人（同8.0％）
でシェアは0.2ポイント減、福岡空港が同2.6％増の88
万1056人（同4.9％）でシェアは0.1ポイント減、新千
歳空港が同9.4％増の16万1938人（同0.9％）でシェア
は±0ポイントなどとなっている。

2 訪日外国人の動向
（1）主要市場の動向
〈アジア〉
　日本政府観光局（JNTO）によると、韓国からの訪日
外国人旅客数は前年比40.3％増の714万438人で、過
去最高を記録するとともに、初めて700万人を超えた。
韓国の外国旅行需要の増加や、相次ぐ格安航空会社

（LCC）の新規就航等に伴う座席供給量の拡大を背景
に、毎月40万人から60万人台の訪日が安定して続き、
12月には単月で最高の67万8905人を記録した。
　中国からの訪日外国人旅客数は前年比15.4％増の
735万5818人で過去最高を記録するとともに、韓国と
同じく初めて700万人を超えた。5月の査証発給要件
の緩和に伴う個人旅行需要の高まりや、クルーズ船寄
港数の増加などを背景に、全ての月で同月の過去最高
を記録。特にハイシーズンである8月は、全市場を通じ
て初めて80万人台に達し、単月として過去最高を記録
した。また、年間を通して毎月50万人以上が訪れた。
　台湾からの訪日外国人旅客数は前年比9.5％増の
456万4053人で過去最高を記録した。2月を除く全て
の月で同月の過去最高を更新。特に各地にクルーズ船
やチャーター便が運航された7月は、単月として過去最
高となる44万6604人を記録した。前年の現地航空会
社の撤退・解散により続いた座席供給量の減少、台風
に伴う航空便やクルーズ船の欠航など訪日旅行市場に
とってマイナスとなる外的要因もあったものの、地方へ
のチャーター便の相次ぐ新規就航や増便、クルーズ船
寄港数の増加などもあって、需要は年間を通じて堅調
に推移した。
　香港からの訪日外国人旅客数は前年比21.3％増の
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主な出来事
1964年 4月 海外観光渡航自由化
1970年 7月 Ｂ747型ジャンボが太平洋路線に初就航
1973年 第１次オイルショック
1978年 5月 成田空港開港
1980年 第２次オイルショック
1990年 11月 出国日本人数年間1000万人を突破
1991年 1月 湾岸戦争勃発
1992年 10月 バブル経済崩壊

12月 成田空港第2ターミナルがオープン
1994年 9月 関西国際空港開港
2001年 9月 米国同時多発テロ
2002年 4月 成田空港暫定平行滑走路運用開始

5月 FIFAワールドカップ日韓大会開催
2003年 3月 イラク戦争開始

アジアで新型肺炎（SARS）が流行
2005年 2月 中部国際空港開港
2008年 9月 リーマン・ブラザーズ破綻（リーマンショック）
2009年 10月 成田空港2500mB滑走路運用開始
2010年 10月 羽田空港の新国際線ターミナルオープン

日米オープンスカイ調印
2011年 3月 東日本大震災発生
2012年 3月 本邦LCC初就航（LCC元年）
2013年 3月 成田空港の空港処理能力が27万回に拡大

12月 訪日外国人旅客数が年間1000万人を突破
2014年 10月 外国人旅行者への消費税免税制度が拡充
2015年 3月 成田空港の空港処理能力が30万回に拡大

4月 成田空港第3ターミナルがオープン
6月 成田空港の航空機発着回数が500万回を突破

2016年 12月 訪日外国人旅客数が年間2000万人を突破
2017年 7月 成田空港の航空旅客累計10億人達成

10月 成田空港の国際航空貨物量が累計6000万ｔ達成
2018年 3月 四者協議会で「更なる機能強化に関する確認書」

を締結
5月 成田空港開港40周年
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表1-3　2017年　訪日外国人旅客数上位10カ国・地域
順位 訪問先 人数 伸び率（％）

1位 中国 7,355,818 15.4
2位 韓国 7,140,438 40.3
3位 台湾 4,564,053 9.5
4位 香港 2,231,568 21.3
5位 米国 1,374,964 10.6
6位 タイ 987,211 9.5
7位 オーストラリア 495,054 11.2
8位 マレーシア 439,548 11.5
9位 フィリピン 424,121 21.9

10位 シンガポール 404,132 11.7
出典：日本政府観光局（JNTO）

（注）「伸び率」は対前年伸び率 （％）を示す。

223万1568人で過去最高を記録、初めて200万人を超
えた。2016年は3月末にあったイースター休暇の日程
変動の影響を大きく受けた4月は、単月で初めて20万
人台を突破し、前年同月比64.6％増と好調だった。ま
た、7月には、小松や仙台など地方へのチャーター便
の就航や増便が相次ぎ、単月として過去最高の23万
4651人を記録した。

〈東南アジア〉
　タイからの訪日外国人旅客数は前年比9.5％増の98
万7211人で過去最高を記録、7月を除く全ての月で同
月の過去最高を更新した。特に年間最大の旅行シーズ
ンであるソンクラーン（タイ正月）休暇のあった4月は、
単月として過去最高となる13万8559人を記録し、東南
アジア市場からの訪日需要を牽引した。なお、10月末
のプミポン前国王の葬儀に伴い、旅行商品の買い控え
など訪日需要にも一部影響があったものの、年間を通
じて訪日客数は増加傾向を維持した。
　シンガポールからの訪日外国人旅客数は前年比
11.7％増の40万4132人と過去最高を記録、初めて40
万人を超えた。継続的な訪日旅行プロモーションの成
果が見られたほか、10月以降では初のシルクエアによ
る日本定期便となる広島線、ジェットスターの那覇線、
スクートの関西線と冬季限定の新千歳線など地方空
港へ相次いだ直行便就航が需要の増加に寄与した。
　マレーシアからの訪日外国人旅客数は前年比11.5％
増の43万9548人で過去最高を記録、初めて40万人を
超えた。日本各地への航空路線の新規就航や増便に
合わせた航空会社のプロモーションの効果などにより、
訪日客数は年間を通じて概ね堅調に推移した。
　フィリピンからの訪日外国人旅客数は前年比21.9％
増の42万4121人で過去最高を記録、初めて40万人を
超えた。4月には単月として過去最高の6万2022人を
記録、イースター休暇の時期が動いたことによる影響
を受けた3月を除き、全ての月で同月としての過去最高
を更新した。

〈豪州・北米〉
　豪州からの訪日外国人旅客数は前年比11.2％増の
49万5054人で過去最高を記録した。イースター休暇
の日程変動の影響を受けた3月を除き、全ての月で同
月の過去最高を記録した。特に4月の訪日者数は前年
同月比41.7％の高い伸びを示した。2016年冬にカンタ
ス航空が新規路線を就航するなど日豪間のアクセスが
向上したことも訪日旅行の需要喚起につながっている。
　米国からの訪日外国人旅客数は前年比10.6％増の
137万4964人で過去最高を記録した。米国経済の安
定や継続的な訪日旅行プロモーションによる訪日機運

の醸成などが奏功し、全ての月で同月の過去最高を記
録。毎月、10万人前後の訪日客数を維持し、訪日需要
の平準化が進んだ。
　カナダからの訪日外国人旅客数は前年比11.9％増
の30万5591人で過去最高を記録、初めて30万人を超
えた。2017年はカナダ建国150周年にあたる節目の年
であり、国立公園をはじめカナダ国内の施設が無料で
開放されたことから、例年に比べて国内旅行志向が高
まったと考えられる。そのなかでも訪日旅行者数につ
いては、前年を下回った10月を除き、全ての月で同月
の過去最高を更新。特に、イースター休暇のあった4月
は、前年同月比48.6％の高い伸びを示した。

〈欧州〉
　英国からの訪日外国人旅客数は前年比6.2％増の
31万499人で過去最高を記録、年計で初めて30万人を
超えた。日本から英国への旅行需要が増加したことで、
英国からの日本行きの航空座席の確保が難しくなった
り、イースター休暇の時期が動いたことなどで、月によっ
ては前年同月比でマイナスに転じたこともあった。しか
し、訪日旅行の割高イメージを払拭するプロモーショ
ンなどが奏功し、訪日旅行者の伸びを後押しした。
　フランスからの訪日外国人旅客数は前年比6.0％増
の26万8605人で過去最高を記録した。フランス国内
でのテロ事件を受けた非常事態宣言の延長、大統領
選挙決選投票や国民会議選挙が消費者心理に影響を
及ぼしたことから、英国と同様、月によっては前年同月
比でマイナスに転じた月もあった。しかし、訪日旅行の
割高イメージの払拭や旅行先としての認知度向上を図
る広告展開などが成果を収めた。
　ドイツからの訪日外国人旅客数は前年比6.7％増の
19万5606人で過去最高を記録した。ドイツ経済の好
調ぶりが海外旅行を含めた消費意欲を喚起するなか、
航空座席供給量の減少などで10月は前年同月比でマ
イナスに転じたものの、それ以外の全ての月で過去最
高を記録した（表1-3参照）。
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3 貿易動向と航空貨物

1 貿易
　財務省がまとめた2017年度の貿易統計（確定値）
によると、2017年度の貿易収支は2兆4492億円の
黒字となり、2年連続での黒字計上となった。
　2017年度の輸出入の内訳を見ると、輸出額は前
年度比10.8％増の79兆2226億円。自動車、半導体
等製造装置、鉄鋼などが増加したことで、前年度比
は2014年度以来3年ぶりの増加となった。一方、輸
入額は同13.7％増の76兆7734億円。原粗油、液化
天然ガス、石炭などが増加し、2013年度以来4年ぶ
りの増加となった。
　輸出の地域別内訳では、アジアが同13.1％増の43
兆4491億円で3年ぶりに増加（東南アジア諸国連合

〔ASEAN〕は同13.1％増の12兆801億円）に転じる
とともに、過去最大の輸出額となった。アジアのう
ち中国は同18.3％増の15兆1873億円と3年ぶりに
増加に転じるとともに、過去最大の輸出額となった。
　米国は同7.5％増の15兆1819億円で2年ぶりの増
加。EUは同11.0％増の8兆8607億円で、こちらも2
年ぶりの増加となった。また、大洋州（オセアニア）
は同9.8％増と3年連続で増加、中東は同4.4％減で
2年連続のマイナスとなった。中南米は同4.1％増と
プラスに転じたが、アフリカは同2.6％減と3年連続
でマイナス。一方、中東欧・ロシア等は同19.1％増
と2年連続の増加となった（表1-4参照）。
　主要商品別の輸出額では、輸送用機器（輸出全体
に占める構成比は23.3％でトップシェア）が同6.3％
増とプラスに転じて全体を牽引した。一般機械（同
20.2％）も14.1％増、電気機器（同17.4％）も9.9％
増とプラスに転じた。原料別製品（同11.1％）は
10.7％増、化学製品（同10.5％）は14.2％増とこち
らもプラスに転じて、2桁の伸びを示した。
　各主要商品のサブカテゴリーで、輸送用機器では
自動車が7.0％増、電気機器では半導体等電子部品
が9.7％増と、ともにプラスに転じた。一般機械で
半導体等製造装置が22.1％増と大幅な伸び、原動機
も12.7％増とプラスに転じた。また、原料別製品で
鉄鋼も12.9％増、化学製品のうちの有機化合物も
12.9％増とプラスに転じている（表1-5参照）。
　輸入の地域別内訳で、アジアは前年度比12.2％
増の37兆5974億円と、3年ぶりにプラスに転じた

（ASEANは16.1％増の11兆8374億円）。アジアのう
ちの中国は8.8％増の18兆5533億円で3年ぶりのプ
ラス。米国は9.1％増の8兆1833億円と2年ぶりにプ

ラスに転じた。EUも11.4％増の9兆437億円で2年
ぶりにプラスに転じるとともに、過去最大の輸入額
になった。大洋州は25.3％増と大幅な伸びでプラス
に転じた。中南米は16.6％増、中東欧・ロシア等は
17.7％増、中東が18.1％増、アフリカは17.3％増と、
これらの地域もプラスに転じている（表1-4参照）。
　主要商品別では、鉱物性燃料（輸入全体に占め
る構成比は21.1％でトップシェア）が23.6％増と
2016年度の2桁のマイナスから2桁のプラスに転じ
た。このうち原油及び粗油は17.8％増、液化天然ガ
スは22.1％増、石炭は32.9％増とそれぞれ高い伸び
となった。そのほかの品目で電気機器（同15.8％）
は11.1％増、化学製品（同10.2％）は9.7％増、食料
品（同9.3％）は11.2％増、原料別製品（同9.1％）
は13.3％増といずれもプラスに転じている（表1-6
参照）。
　主要地域・国別の動向で対米貿易は、輸出が2年
ぶりの増加で15兆1819億円、輸入も2年ぶりの増加
で8兆1833億円。貿易収支は6兆9986億円の黒字で、
黒字額は前年度比5.7％増と2年ぶりの増加となっ
た。輸出では自動車（前年度比5.7％増）、原動機（同
12.7％増）、自動車の部分品（同5.9％増）などが増
加。輸入では液化石油ガス（同94.3％増）、原動機（同
11.8％増）、石炭（同90.6％増）などが増加したもの
の、航空機類（同30.3％減）などが減少した。
　対EU貿易は、輸出が2年ぶりの増加で8兆8607億
円、輸入も2年ぶりの増加で9兆437億円。貿易収支
は1830億円の赤字で6年連続、赤字額は同33.3％増
と増加に転じた。輸出では自動車（同8.1％増）、船
舶（同85.8％増）、有機化合物（同26.4％増）などが
増加。輸入では自動車（同16.0％増）、科学光学機器

（同13.5％増）、原動機（同15.9％増）などが増加した。
　アジアとの貿易で、輸出は3年ぶりに増加して43
兆4491億円、輸入も3年ぶりに増加して37兆5974
億円。貿易収支は5兆8518億円の黒字で19.4％増と、
4年連続での増加となった。輸出では半導体等製造
装置（同22.0％増）、半導体等電子部品（同10.8％
増）、鉄鋼（同15.5％増）などが増加。輸入では、通
信機（同13.4％増）、半導体等電子部品（同14.7％
増）、電算機類〔含周辺機器〕（同15.2％増）などが
増加した。
　また、対中国貿易で、輸出は3年ぶりに増加して
15兆1873億円、輸入も3年ぶりの増加で18兆5533
億円。貿易収支は3兆3659億円の赤字ながら、同
20.4％減と赤字幅は2年連続で減少した。輸出では
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半導体等製造装置（同45.7％増）、金属加工機械（同
65.5％増）、電気回路等の機器（同23.7％増）などが
増加。輸入では、電算機類〔含周辺機器〕（同15.0％
増）、通信機（6.3％増）、音響映像機器〔含部品〕

（10.5％増）などが増加した。

2 航空貨物
　2017年度の貿易収支は2兆4492億円の黒字と2年
連続での黒字計上となるなかで、航空貨物取扱額は輸

出が引き続きプラスの伸びを持続し、輸入の伸び率も
前年度のマイナスからプラスに転じた。日本関税協会の

「外国貿易概況」によると、輸出額は前年度比13.2％
増の23兆5516億円で5年連続でのプラスとなるととも
に、伸び率は2桁増となった。輸入額は同11.8％増の
21兆2553億円となり、伸び率は前年度のマイナスから
プラスに転じるとともに2桁の伸びを示した。航空貨
物の貿易収支は4年連続で、輸出額が輸入額を上回る
出超となっている（表1-7参照）。
　航空貨物が貿易額全体に占める割合は、輸出が

表1-4　地域（国）別輸出入（2017年度） （単位：百万円、％）

輸出 輸入 差引
価額 伸率 価額 伸率 価額 伸率

総額 79,222,634 10.8 76,773,443 13.7 2,449,191 −38.4
アジア 43,449,145 13.1 37,597,350 12.2 5,851,795 19.4
　中華人民共和国 15,187,339 18.3 18,553,253 8.8 −3,365,914 −20.3
　香港 3,893,156 3.5 222,327 9.1 3,670,829 3.1
　台湾 4,567,485 4.1 2,885,919 15.1 1,681,566 −10.6
　大韓民国 5,995,029 13.6 3,264,136 15.6 2,730,893 11.3
　シンガポール 2,572,732 13.1 996,259 18.4 1,576,473 10.0
　タイ 3,374,361 11.9 2,620,983 18.3 753,378 −5.7
　マレーシア 1,460,180 10.4 2,170,496 14.0 −710,316 22.0
　インドネシア 1,562,755 22.0 2,298,451 15.5 −735,696 3.8
　フィリピン 1,244,784 8.5 1,124,813 11.4 119,971 −12.5
　ベトナム 1,703,469 15.2 2,133,414 17.7 −429,945 29.0
　インド 1,043,598 14.9 618,720 17.6 424,878 11.2
（ＡＳＥＡＮ） 12,080,122 13.1 11,837,350 16.1 242,772 −49.9
大洋州 2,333,685 9.8 5,088,547 25.3 −2,754,862 42.3
　オーストラリア 1,833,388 11.9 4,479,997 26.3 −2,646,609 38.7
　ニュージーランド 274,114 10.3 285,025 13.0 −10,911 200.0
北米 16,252,908 7.9 9,430,802 10.2 6,822,106 4.8
　アメリカ合衆国 15,181,937 7.5 8,183,315 9.1 6,998,622 5.7
　カナダ 1,070,971 13.3 1,239,404 18.2 −168,433 62.8
中南米 3,137,359 4.1 3,223,694 16.6 −86,335 −
　ブラジル 409,873 33.0 832,844 24.9 −422,971 17.9
　メキシコ 1,241,373 4.2 652,901 2.4 588,472 6.2
　チリ 197,184 10.8 764,778 24.0 −567,594 29.3
西欧 9,258,251 12.5 9,736,941 11.4 −478,690 −5.9
　ドイツ 2,197,019 13.1 2,723,042 13.5 −526,023 15.1
　英国 1,520,232 2.8 806,810 13.8 713,422 −7.3
　フランス 724,514 9.5 1,180,453 7.2 −455,939 3.6
　オランダ 1,420,697 9.4 278,787 11.7 1,141,910 8.8
　イタリア 559,117 20.2 1,232,032 26.2 −672,915 31.7
　ベルギー 664,704 6.7 324,296 21.6 340,408 −4.5
　スイス 571,785 44.7 894,391 7.0 −322,606 −26.7
　スウェーデン 160,386 1.9 289,068 16.7 −128,682 42.4
　アイルランド 93,171 15.7 584,648 −4.1 −491,477 −7.1
　スペイン 360,140 17.6 371,808 −5.9 −11,668 −86.8
中東欧・ロシア等 1,565,712 19.1 2,324,209 17.7 −758,497 14.8
　ロシア 730,901 27.5 1,555,276 17.8 −824,375 10.3
(ＥＵ） 8,860,713 11.0 9,043,665 11.4 −182,952 33.3
中東 2,393,249 −4.4 8,444,485 18.1 −6,051,236 30.2
　アラブ首長国連邦 791,817 −9.8 2,414,223 20.4 −1,622,406 44.0
　サウジアラビア 461,179 −5.3 3,140,298 26.0 −2,679,119 33.6
　クウェート 170,808 −2.4 658,505 24.4 −487,697 37.7
　カタール 139,491 −7.8 1,291,031 8.0 −1,151,540 10.3
　オマーン 257,703 4.1 223,204 11.9 34,499 −28.3
　イラン 98,280 22.8 392,975 −8.5 −294,695 −15.6
アフリカ 832,324 −2.6 927,034 17.3 −94,710 −
　南アフリカ共和国 281,604 14.2 542,625 17.3 −261,021 20.7

出典：財務省貿易統計
（注）「「伸率」は対前年伸率（％）を示す。ただし「＊」を付した数値は、前年に対する倍率を示す
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29.7％、輸入は27.7％となり、輸出は前年度を0.6ポイ
ント上回ったが、輸入は前年度を0.4ポイント下回った。
　輸出の主要品目のうちで価額が最も高いのは半導
体等電子部品で、伸び率は前年度のマイナスからプラ
スに転じて、前年度比10.3％増の3兆8101億円と大
幅な増加となった。また、科学光学機器が同10.8％
増の1兆4693億円、事務用機器が同11.2％増の5136
億円と、2年連続でのマイナスからプラスに転じたこ
となどから、機械機器類は全体で同12.3％増の14兆
1857億円と、前年度のマイナスからプラスに転じてい

る。さらに、化学製品は同19.5％増の2兆246億円と
2連連続でのプラスになるとともに大幅に増加。繊維
および同製品は同7.7％増の1158億円と伸び率はプラ
スに転じた。
　輸入では主要品目のうち価額が最も高い化学製品
が前年度比2.9％増の3兆4246億円となったほか、半
導体等電子部品は同17.8％増の2兆4614億円、事務
用機器が同17.5％増の1兆4510億円、科学光学機器が
15.0％増の1兆3788億円となるなど、いずれも伸び率
が前年度のマイナスからプラスに転じて、輸入全体の

表1-5　主要商品別輸出（2017年度） （単位：百万円、％）

品名
世界

単位 数量 伸率 価額 構成比 伸率 増減寄与度
総額 79,222,634 100.0 10.8 10.8
1 食料品 660,655 0.8 7.2 0.1
2 原料品 1,119,874 1.4 12.0 0.2
3 鉱物性燃料 1,121,679 1.4 14.6 0.2
4 化学製品 8,353,673 10.5 14.2 1.4
　有機化合物 1,964,303 2.5 12.9 0.3
　医薬品 ＫＧ 41,882,290 1.8 594,860 0.8 20.2 0.1
　プラスチック トン 6,061,804 − 2.9 2,518,385 3.2 8.4 0.3
5 原料別製品 8,810,721 11.1 10.7 1.2
　鉄鋼 千トン 37,331 − 7.4 3,309,927 4.2 12.9 0.5
　非鉄金属 トン 1,358,321 − 4.1 1,441,904 1.8 13.8 0.2
　金属製品 1,249,618 1.6 9.7 0.2
　織物用糸・繊維製品 717,782 0.9 5.3 0.1
　非金属鉱物製品 875,156 1.1 6.4 0.1
　ゴム製品 トン 1,411,468 3.9 886,592 1.1 7.5 0.1
　紙類・紙製品 トン 2,162,869 14.0 306,698 0.4 12.2 0.0
6 一般機械 16,013,526 20.2 14.1 2.8
　原動機 トン 1,477,486 9.4 2,792,841 3.5 12.7 0.4
　電算機類（含周辺機器） 千台 14,515 6.9 381,801 0.5 9.0 0.0
　電算機類の部分品 トン 166,590 − 1.7 1,077,719 1.4 4.5 0.1
　半導体等製造装置 トン 161,851 21.5 2,643,371 3.3 22.1 0.7
　金属加工機械 1,196,673 1.5 24.6 0.3
　ポンプ・遠心分離機 1,271,367 1.6 3.0 0.1
　建設用・鉱山用機械 1,137,644 1.4 19.0 0.3
　荷役機械 678,984 0.9 18.3 0.1
　加熱用・冷却用機器 413,452 0.5 6.0 0.0
　繊維機械 268,451 0.3 20.2 0.1
　ベアリング トン 328,849 7.7 487,478 0.6 12.8 0.1
7 電気機器 13,807,842 17.4 9.9 1.7
　半導体等電子部品 4,040,428 5.1 9.7 0.5
　（ＩＣ） 百万個 70,358 9.1 2,817,024 3.6 12.3 0.4
　音響・映像機器 千台 111,746 − 3.9 514,320 0.6 − 6.0 − 0.0
　（映像記録・再生機器） 千台 7,618 4.7 378,415 0.5 − 5.0 − 0.0
　（テレビ受像機） 千台 5,670 23.8 93,473 0.1 − 5.1 − 0.0
　音響・映像機器の部分品 276,418 0.3 − 11.9 − 0.1
　重電機器 940,564 1.2 9.3 0.1
　通信機 706,163 0.9 14.3 0.1
　電気計測機器 1,609,848 2.0 11.5 0.2
　電気回路等の機器 2,089,268 2.6 13.2 0.3
　電池 553,593 0.7 13.3 0.1
8 輸送用機器 18,452,781 23.3 6.3 1.5
　自動車 台 6,050,959 4.3 12,084,120 15.3 7.0 1.1
　（乗用車） 台 5,318,768 5.2 10,728,437 13.5 7.7 1.1
　（バス・トラック） 台 675,498 − 1.2 1,286,272 1.6 3.1 0.1
　自動車の部分品 トン 2,907,974 4.0 3,912,696 4.9 8.3 0.4
　二輪自動車 千台 886 11.4 330,647 0.4 24.8 0.1
　航空機類 477,546 0.6 − 10.4 − 0.1
　船舶 総トン 11,595,730 − 6.0 1,262,371 1.6 2.1 0.0
9 その他 10,881,883 13.7 12.1 1.6
　科学光学機器 2,403,098 3.0 12.6 0.4
　写真用・映画用材料 505,973 0.6 8.7 0.1

出典：財務省貿易統計
(注）  ｢伸率」は対前年伸率（％）を示す。「増減寄与度」は前年に対する増減寄与度。



表1-6　主要商品別輸入（2017年度） （単位：百万円、％）

品名
世界

単位 数量 伸率 価額 構成比 伸率 増減寄与度

総額 76,773,443 100.0 13.7 13.7
1 食料品 7,129,557 9.3 11.2 1.1
　魚介類 トン 2,156,839 3.6 1,671,245 2.2 12.4 0.3
　肉類 トン 2,978,770 8.9 1,488,451 1.9 13.1 0.3
　穀物類 トン 25,176,279 5.0 767,179 1.0 9.8 0.1
　野菜 トン 3,015,482 5.7 543,389 0.7 6.7 0.1
　果実 トン 2,505,402 2.9 521,453 0.7 7.1 0.1
2 原料品 4,861,394 6.3 19.4 1.2
　木材 393,030 0.5 8.3 0.0
　非鉄金属鉱 千トン 11,184 − 3.6 1,468,231 1.9 20.6 0.4
　鉄鉱石 千トン 126,821 − 1.2 1,097,694 1.4 34.0 0.4
　大豆 トン 3,194,010 0.8 168,063 0.2 − 1.2 − 0.0
3 鉱物性燃料 16,237,204 21.1 23.6 4.6
　原油及び粗油 千ＫＬ 182,857 − 3.8 7,282,308 9.5 17.8 1.6
　石油製品 1,665,552 2.2 40.9 0.7
　（揮発油） 千ＫＬ 29,703 12.8 1,207,952 1.6 37.1 0.5
　液化天然ガス 千トン 83,888 − 1.0 4,072,245 5.3 22.1 1.1
　液化石油ガス 千トン 10,754 1.8 621,728 0.8 31.5 0.2
　石炭 千トン 191,084 0.9 2,544,151 3.3 32.9 0.9
　（一般炭） 千トン 114,524 3.0 1,302,746 1.7 33.6 0.5
4 化学製品 7,824,708 10.2 9.7 1.0
　有機化合物 1,756,024 2.3 12.4 0.3
　医薬品 ＫＧ 102,489,320 2.4 2,734,665 3.6 1.2 0.0
5 原料別製品 6,971,143 9.1 13.3 1.2
　鉄鋼 トン 8,028,495 2.5 942,895 1.2 27.3 0.3
　非鉄金属 トン 3,496,327 8.0 1,809,559 2.4 26.8 0.6
　金属製品 1,197,699 1.6 7.3 0.1
　織物用糸・繊維製品 925,703 1.2 6.1 0.1
　非金属鉱物製品 702,703 0.9 4.4 0.0
　木製品等（除家具） 750,881 1.0 6.4 0.1
6 一般機械 7,411,878 9.7 15.4 1.5
　原動機 トン 382,283 7.9 1,297,526 1.7 11.9 0.2
　電算機類（含周辺機器） 千台 87,052 3.6 2,008,828 2.6 15.0 0.4
　電算機類の部分品 トン 110,656 − 4.6 502,400 0.7 9.1 0.1
7 電気機器 12,129,549 15.8 11.1 1.8
　半導体等電子部品 2,791,546 3.6 10.6 0.4
　（ＩＣ） 百万個 22,264 12.2 2,193,921 2.9 17.7 0.5
　絶縁電線・絶縁ケーブル トン 347,147 5.2 756,242 1.0 12.8 0.1
　音響映像機器（含部品） 1,213,946 1.6 9.2 0.2
　重電機器 631,905 0.8 9.8 0.1
　通信機 3,130,258 4.1 12.6 0.5
　（電話機） 台 36,154,444 3.3 1,966,645 2.6 15.7 0.4
　電気計測機器 740,531 1.0 13.5 0.1
8 輸送用機器 3,219,474 4.2 4.3 0.2
　自動車 台 374,601 7.5 1,375,672 1.8 16.1 0.3
　自動車の部分品 945,174 1.2 12.5 0.2
　航空機類 540,295 0.7 − 23.3 − 0.2
9 その他 10,988,536 14.3 7.6 1.1
　科学光学機器 1,751,360 2.3 11.7 0.3
　衣類・同付属品 3,100,167 4.0 4.1 0.2
　家具 トン 1,523,036 3.5 759,697 1.0 7.8 0.1
　バッグ類 591,762 0.8 5.9 0.0
出典：財務省貿易統計
(注）  ｢伸率」は対前年伸率（％）を示す。
      　「増減寄与度」は前年に対する増減寄与度。
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伸びを牽引した。一方、医薬品、航空機、ダイヤモン
ド、貴石および半貴石の輸入額は、引き続き前年度を
下回った（表1-8参照）。

表1-7　航空貨物取扱額の推移 （単位：百万円）

年度 輸出額 輸入額

2012 15,907,023 15,457,908

2013 17,753,699 18,163,132

2014 19,852,706 18,793,856

2015 20,487,218 20,356,838

2016 20,798,803 19,003,919

2017 23,551,585 21,255,344

出典：日本関税協会「外国貿易概況」
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　国際航空運送協会（IATA）が発表した2017年の年
間輸送データによると、世界全体の航空旅客需要は前
年比7.6％増を記録し、2016年の同6.2％増を上回って
堅調な動きを維持している。一方、航空貨物需要は前
年比9.0％増となり、2016年の同3.6％増から倍以上の
伸びを示した。

（1）IATA年間輸送データ：旅客需要
　2017年における世界の航空旅客需要は、有償旅
客キロ（RPK）ベースで前年比7.6％増を記録し、過去
10年間における平均年間伸び率である5.5％増を大
きく上回った。一方、座席供給量は同6.3％増となり、
ロードファクターは0.9ポイント上昇して、過去最高の
81.4％を記録した。
　2017年における国際線の航空旅客需要は、前年比
7.9％増となった。一方、航空輸送力は同6.4％増を示
したことから、国際線のロードファクターは1.1ポイント
上昇して80.6％を記録した。国際線の旅客需要は、ア
ジア太平洋地域と中南米地域に牽引される形で、世界
の全ての地域で増加している。
　アジア太平洋地域の航空旅客需要は、域内経済の
拡大や航空路線の多様化により前年比9.4％増となり、
世界の地域別の年間伸び率では、1994年以来、アジ
ア太平洋地域がトップに返り咲いた。一方、航空輸送

4 航空市場動向

力は前年比7.9％増を示して、ロードファクターは1.1ポ
イント上昇して79.6％となった。
　北米地域の航空旅客需要は前年比4.8％増となり、
2011年以降では最も高い伸びを示した。航空輸送力
は同4.5％増で、ロードファクターは0.3ポイント上昇
して81.7％となった。比較的好調だった経済を背景に、
北米地域発の需要を底上げしている。しかし、新たな
移民政策や保安規制の強化により北米地域着の需要
が減速し、北米地域発の需要増を相殺する結果となっ
た。また、2017年末に米国を襲った異常気象も、北米
着需要に影響を与えた。
　欧州地域は、活発だった域内経済に支えられ航空旅
客需要が8.2％増となり、航空輸送力は同6.1％増だっ
たことから、ロードファクターは84.4％へ1.6ポイントも
上昇し、世界の地域別でトップとなっている。
　中東地域の航空旅客需要は前年比6.6％増にとどま
り、前年の同11.8％増から5ポイント以上も低下し、世
界の各地域の中で唯一、伸び率が前年を下回った。ま
た、世界全体の航空旅客需要に占める中東地域の比
率も9.5％に低下し、過去20年間で初めてシェアを落と
した。特に北米方面では、大型のポータブル端末の機
内への持ち込みの一時的な禁止や米国への旅行禁止
措置が検討されたことから、米国方面で発着需要の双
方に影響が出た。一方、航空輸送力は前年比6.4％増

表1-8　航空貨物主要商品別輸出入額（2017年度） （単位：百万円、％）

輸出 輸入

品名 価額 前年度比 品名 価額 前年度比

食料品 95,405 121.5 食料品 412,625 131.5
繊維および同製品 155,792 107.7 生きた動物 22,779 113.2
　織物 65,206 104.1 原料および燃料 106,837 112.6
　衣類および同付属品 38,955 105.7 　工業用ダイヤモンド 7,788 118.3
化学製品 2,024,574 119.5 化学製品 3,424,605 102.9
医薬品 474,131 121.7 医薬品 2,315,754 98.9
非金属鉱物製品 326,645 113.2 機械機器 13,594,693 114.3
　真珠 32,034 102.3 　航空機用内燃機関 673,746 117.6
金属および同製品 756,668 113.5 　事務用機器 1,450,970 117.5
金属製品 376,645 117.0 　音響・映像機器 436,129 110.4
機械機器 14,185,675 112.3 　半導体等電子部品 2,461,419 117.8
　事務用機器 513,638 111.2 　電気計測機器 538,833 112.3
　映像機器 296,317 94.8 　航空機 466,807 73.9
　音響機器 11,381 95.4 　科学光学機器 1,378,836 115.0
　半導体等電子部品 3,810,069 110.3 　時計および部分品 311,414 106.7
　電気計測機器 727,484 119.5 非鉄金属 466,567 120.6
　航空機 286,256 107.0 金属製品 192,909 110.6
　科学光学機器 1,469,252 110.8 その他 3,716,584 110.1
　時計および部分品 82,559 104.7 　ダイヤモンド 85,977 88.9
その他 6,006,825 113.4 　貴石および半貴石 19,414 89.7

出典：日本関税協会「外国貿易概況」
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を示しており、ロードファクターは74.7％で前年を0.1
ポイント上回るにとどまった。
　中南米地域は、航空旅客需要が前年比9.3％増を記
録して、2011年以降では最も高い伸び率となった。し
かし2017年の後半には、強力なハリケーンによる襲来
が相次ぎ、米国への旅行が打撃を受けたことなどから、
好調だった需要の動きも勢いをそがれている。航空輸
送力は前年比8.0％増を示しており、ロードファクター
も1.0ポイント上昇して82.1％を記録し、世界の各地域
の中で2番目の伸び率となった。
　アフリカ地域の航空旅客需要は前年比7.5％増とな
り、航空輸送力が同3.6％増にとどまって航空旅客需
要の伸びの半分以下だったことから、ロードファクター
は前年を2.5ポイント上回る70.3％に急伸した。域内経
済の動向では、南アフリカ経済の減速が続く一方、ナ
イジェリア経済は最近の原油高に支えられて成長軌道
に戻っている。

（2） IATA年間輸送データ：貨物需要
　2017年における航空貨物量は、有償トンキロ（FTK）
ベースで前年比9.0％増となり、2016年における同
3.6％増を2倍以上も上回る大きな伸びとなった。2017
年における航空貨物輸送力は、供給トンキロ（AFTK）
ベースで前年比3.0％増。2012年以降では最も低い伸
び率にとどまり、需要の伸びが供給の伸びの3倍にも
達する結果となった。
　2017年の航空貨物需要の伸び率である9.0％増と
いう数字は、世界貿易の伸び率である4.3％増と比べ
ても2倍以上という極めて高い水準となっている。この
航空貨物需要の著しい伸びは、企業が在庫の積み増
しを急いだことにより、製品輸出の需要が世界的に高
まった結果としてもたらされたものとみられる。
　2017年における航空貨物動向を地域別に見ると、
アジア太平洋地域では、年間の航空貨物需要が前年
比7.8％増を記録する一方、航空貨物輸送力は同1.3％
増となった。同地域における航空貨物需要の好調さは、
主に欧州における経済活動の回復や米国経済の堅調
さが続いていることを受けて、域内の主要輸出国であ
る中国と日本からの輸出需要も引き続き好調に推移し
ていることを反映したものと思われる。
　北米地域では、航空貨物量が前年比7.9％増を記録
し、航空貨物輸送力の同1.6％増に比べて5倍近い伸び
となった。米国経済とドルの力強さは、近年における米
国向け貨物動向の改善につながってきている。2018
年も、昨年末の米国における税制改革法案の成立に
よって、当面の航空貨物需要が下支えされることが見
込まれるものの、2017年末から年を越えて続いている
ドル安傾向が税制改革効果を相殺する可能性もある。

　欧州地域では、航空貨物量が前年比11.8％増と2桁
台の伸びを記録し、アフリカ地域を除く全ての地域の
中で最も高い伸び率となった。一方、航空貨物輸送力
は同5.9％増にとどまっている。こうした欧州地域にお
ける好調な航空貨物動向は、域内における輸出製品の
受注が過去最高のペースで増加していることと連動し
ている。
　中東地域では、航空貨物需要が前年比8.1％増を記
録し、地域別の伸び率では3番目となった。航空貨物
輸送力は、同2.6％増を示している。しかし、2017年の
上半期は他地域のような上昇傾向を示さなかったこと
から、中東地域の航空貨物需要が世界全体に占める
シェアは18年ぶりに前年を下回った。
　中南米地域では、航空貨物量が前年比5.7％増を記
録する一方、航空貨物輸送力は同3.1％増を示している。
同地域の航空貨物量が増加したのは3年ぶりとなる。
域内で最も規模の大きいブラジル経済の回復が、航空
貨物量の増加にもつながった。同地域における国際航
空貨物量は、季節調整済みの数字でようやく2014年
末の水準まで戻っている。
　アフリカ地域では、航空貨物量が前年比24.8％増
を記録し、全地域の中で最も高い伸び率となった。同
地域における航空貨物需要の伸びが世界全体の伸び
を上回ったのは、1990年以降ではこれが2回目となる。
2017年における航空貨物輸送力は前年比9.9％増を示
している。同地域における航空貨物量が急増したのは、
2017年11月までの累計で前年比64％増を記録したア
フリカ／アジア間貿易の力強い伸びに支えられたこと
によるものとされている。

（3）ボーイング社民間航空機市場予測
　 ボーイング 社 が2018年7月に発 表した「2018年
民 間 航 空 機 市 場 予 測（2018 Commercial Market 
Outlook）」によると、今後20年間における新造機需要
は、昨年の予想値である4万1030機を4.1％上回る4万
2730機と見込んでいる。販売総額は6兆3000億ドル
に達する見通しで、金額ベースでも昨年の予測値に比
べて3.3％増となっている（表1-9参照）。
　新造機の需要増加に伴い、機体整備や部品供給、
航空エンジニアリングといった航空機の運航に欠かせ
ないサービス市場も、今後20年間で8兆8000億ドル
規模に拡大すると見込まれている。民間航空機市場と
サービス市場を合わせた市場規模は、15兆ドルに達す
る見通しという。
　ボーイング社民間航空機部門のランディ・ティンゼ
ス・マーケティング担当副社長は、「中国やインドなど
新興市場のみならず、欧州や北米の成熟市場でも堅調
な旅客数の増加が見られるほか、古い機体から新しい
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機体への代替需要も見込まれ、今後20年間における
新造機需要のうち、代替需要だけで44％を占める」と
予測している。
　新造機を加えた世界の航空機総数は、2037年まで
に現在の2倍となる4万8540機に達する見通し。新造
機のサイズ別需要予測では、拡大するLCC需要と中国
や東南アジア市場での代替需要を反映して、単通路機
市場が最も力強い伸びを示し、昨年の予測値を6.1％
上回る3万1360機の新規需要が見込まれる。一方、ワ
イドボディ（双通路）機市場における新造機数は、代
替需要のほかにも世界の航空会社が路線拡充に向け
て最新鋭のB777X型機や高効率のB787型機の導入も
進むとみられることから、8070機と予測している。
　航空機の納入先を地域別に見た場合、今後20年間
にわたって中国を含むアジア市場が、引き続き全体を
牽引すると予想される。
　機種別では座席数が90〜230席の単通路機が3万
1360機、200〜400席超のワイドボディ機が8070機、
90席以下のリージョナル機が2320機、ワイドボディ貨
物機が980機と予測。地域別納入機数は、アジア・太
平洋地域が1万6930機、北米地域が8800機、欧州地
域が8490機、中東地域が2990機、南米地域が3040
機、ロシア・中央アジア地域が1290機、アフリカ地域
が1190機と予測されている。

（4）エアバス社最新市場予測
　エアバス社が2018年7月に発 表した最 新の航 空
機市場予測「グローバル・マーケット・フォーカスト

（Global Market Forecast）2018-2037」によると、今
後20年間における航空輸送量は年間4.4％増の好調な
伸びを維持して、世界で運航される航空機数が2倍以
上の4万8000機に増加し、新造の旅客機と貨物機が3
万7390機必要になると見ている。
　航空輸送量の拡大を牽引する要因としては、新興国
で個人消費が2.4倍に拡大することや可処分所得が増

加すること、世界的に中間層が2倍近くになることなど
が挙げられる。経済成長の60％以上を新興国が占め、
新興国での一人当たりの航空機利用は2.5倍に増大。
航空会社によるビジネスモデルの進化と継続的な自由
化の促進、航空輸送の規模拡大によって、地域的な成
長の停滞は大きく上向きに転じる。
　エアバス社のエリック・シュルツ最高営業責任者

（CCO）は、「セグメントの境界を越える性能を備えた
航空機によって、より幅広い運航能力を持つ航空機
を使用する傾向が高まっている」と指摘。「これまで
の考え方を再考し、小型・中型・大型・超大型で新た
な類別を行い、航空会社が航空機を運用する方法を
より綿密に反映させた」という。さらに、「幅広いエア
バス機の柔軟性によって、単通路型の最大機種である
A321neoは長距離路線を効率的に飛行し、ワイドボ
ディ機のA330neoと同様に地域路線に対応する。この
中型セグメントにおいて我々は高い競争力を持つ」と
説明。小型セグメントではA320neoで市場をリードし、
大型セグメントではA350-900、超大型セグメントでは
A380とA350-1000が、それぞれ対応している。
　今後20年間における需要の内訳を見ると、単通路
型機の多くが競合する小型セグメントでは2万8550機
の新造機需要が予測され、総需要の4分の3以上を占
める。さらなる輸送能力と航続距離の柔軟性が求めら
れる中型セグメントでは、小型のワイドボディ機と長距
離飛行能力を持つ単通路型機が含まれ、新造航空機
需要は5480機に達する見通しという。さらに大きな輸
送力と柔軟な後続距離が必要とされる大型セグメント
では、1760機の需要が見込まれている。超大型セグメ
ントでは1590機の需要を見込んでいる。
　なお、新造機需要である3万7390機のうち2万6540
機は輸送量の成長に対応するためのもので、1万850
機は燃費効率の高い航空機への入れ替えによる需要と
なる。また、世界の航空機数が4万8000機に倍増する
ため、54万人のパイロットが必要になると予測している。

（2）エリア別

エリア 機数 サービス市場
（10億ドル）

アジア・太平洋 16,930 3,365

北米 8,800 1,850

ヨーロッパ 8,490 1,875

中東 2,990 754

南米 3,040 515

ロシア・中央アジア 1,290 265

アフリカ 1,190 215

計 42,730 8,839

（1）機種別  

機種 機数

単通路機（90〜230席） 31,360

双通路（ワイドボディ）機（200〜400席超） 8,070

リージョナル機（90席以下） 2,320

ワイドボディ貨物専用機 980

計 42,370 

表1-9　新造機のデリバリー機数／2018年〜2037年（ボーイング社予測）
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1 2017年度運用状況
成田空港の運用状況Part2

国際線旅客便
68.0％
（＋3）

国内線旅客便
20.7％
（＋3）

国際線貨物便
9.8％
（＋5）

発着回数
252,447回
（＋3）

（　）内は、発着回数の前年度比（％）

国内線貨物便 0.3％（－32）
国内線その他 0.3％

（－2）
国際線その他 1.0％
（－1）

図1-8　航空機発着回数シェア（2017年度）

アジア線
40,315
（＋6）

中国線
8,184
（＋6）

台湾線
13,648
（－13）

アジア線 1,320
（－13）

欧州線
13,184
（＋1）

台湾線 1,433
（＋3）

中国線
25,421
（＋4）

香港線
2,954
（＋4）

太平洋線
34,635
（－2）

欧州線
1,846
（－5）

韓国線
20,351
（＋14）

韓国線
2,617
（＋16）

香港線
13,286 

　　 （＋13）

オセアニア線
5,799 （＋9）

アフリカ線・国内区間 831
（＋1）

グアム線
4,703
（－15）

オセアニア線 248 （－0）

アフリカ線・国内区間
 389（＋1）

発着回数
171,731回
（＋3）

発着回数
24,631回
（＋5）

（　）内は、発着回数の前年度比（％）

グアム線 1（－50）

太平洋線
5,197
（＋9）

（１）旅客便

（2）貨物便

図1-9　国際線路線別発着回数（2017年度）

1 航空機発着回数
　成田空港における2017年度の航空機発着回数は、
総発着回数が前年度の24万5705回を3％（6742回）
上回る25万2447回と6年連続で開港以来の最高値を
更新するとともに、年度として初めて25万回の大台を
突破した。また、国際線は3年連続、さらに国内線は
16年連続で発着回数が開港以来の最高値を更新した。
　国際線は19万8914回で、2016年度を3％（5487回）
上回った。5月25日のインドネシア・エアアジアXを皮
切りに新規乗り入れが5社あったこと、6月2日のジェッ
トスター・ジャパンの上海線をはじめ、新規就航が7
社9路線あったこと、韓国・香港といったアジア方面を
中心に増便が相次いだことなどで発着回数が増加し
た。このうち旅客便は17万1731回で、2016年度を3％

（4397回）上回り過去最高（従来の過去最高は2016
年度の16万7334回）。貨物便も2年連続でのマイナス
から増加に転じて、5％（1121回）増の2万4631回となっ
た。
　国内線は、本邦LCCによる新規就航や増便などによ
り、2016年度を2％（1255回）上回り5万3533回となっ
た。
　なお、開港以来の累計発着回数は569万4287回に
達している（図1-8、表1-10参照）。

（1）国際線旅客便
　国際線旅客便数が最高値を更新したのは、航空会

社の新規乗り入れや韓国・香港などのアジア方面を中
心とした増便が相次いだことなどによる。
　航空会社の新規乗り入れで見ると、インドネシア・エ
アアジアXのデンパサール線、エジプト航空のカイロ
線、エアソウルのソウル線があった。すでに成田空港
に乗り入れている航空会社による新規就航路線では、
ジェットスター・ジャパンの上海線、エアプサンの大邱
線、日本航空のメルボルン線、ティーウェイ航空の済
州線、日本航空のコナ線があった。
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　路線別では、太平洋線が3万4635回で−2％（615
回）減と前年度比はマイナスに転じたが、欧州線は1％

（112回）増の1万3184回とプラスに転じた。一方、アジ
ア線は6％（2365回）増の4万315回と引き続き増加し
て4万回を超えた。中国線は4％（871回）増の2万5421
回。韓国線は14％（2511回）増の2万351回で、伸び率
は2015年度のマイナスから2年連続での2桁増を記録
した。香港線は13％（1545回）増の1万3286回と引き
続き高い伸びだが、台湾線は13％（2050回）減の1万
3648回、グアム線は15％（817回）減の4703回と、デ
ルタ航空の路線運休などにより大きく減少した（図1-9
（1）参照）。

（2）国際線貨物便
　国際線貨物便の発着回数は、2014年度に増加に転
じた後、2015年度、2016年度の2年連続で前年度を
下回ったが、2017年度では3年ぶりに前年度実績を上
回った。航空会社の新規乗り入れとしては、ドイツのア
エロロジックの香港線・ライプチヒ線、カーゴルックス
のルクセンブルク／ノヴォシビルスク／成田／仁川／ノ
ヴォシビルスク／ルクセンブルク線があった。また、既
存の航空会社による新規就航路線では、ポーラーエア
カーゴのロサンゼルス線、アトラスエアのロサンゼルス
線とマイアミ線、マレーシア航空のクアラルンプール／
成田／ペナン／クアラルンプール線があった。
　路線別では、太平洋線が9％（422回）増の5197回
と、新規路線開設などにより好調な伸びで2年連続の
プラス。しかし欧州線は5％（94回）減の1846回と減
少に転じた。アジア線は13％（202回）減の1320回と
引き続き2桁のマイナス。路線別シェアでトップの中国
線は6％（488回）増の8184回と順調に増加。韓国線
は16％（356回）増の2617回、香港線も4％（107回）増
の2954回と増加に転じた。台湾線は3％（39回）増の
1433回だった（図1-9（2）参照）。

（3）国内線旅客便
　国内線旅客便の発着回数は、前年度比3％（1587
回）増の5万2204回となり、2016年度に続いて過去
最高を記録した。ジェットスター・ジャパンによる宮崎
線の新規就航などによるもの。これに貨物便などを合
わせた国内線全体では2％（1255回）増の5万3533回
となった。

（4）航空会社別
　2017年度の国際線航空会社別発着回数で、旅客便
は計36社が発着回数1000回以上となった。このうち
トップ10の航空会社では6社の発着回数が増加する一
方、4社が減少した。

　トップの日本航空は3％（823回）増の2万9442回
で、メルボルン線、コナ線の新規就航などが牽引。2位
の全日本空輸は3％（857回）増の2万9337回で、メキ
シコシティ線の新規就航やロサンゼルス線の増便など
が牽引した。3位のユナイテッド航空はソウル線の運休
などで5％（430回）減の8440回。4位のデルタ航空は
台北線・グアム線の運休などにより29％（3277回）減
の7895回と大幅に減少、順位もこれまでの3位から4
位に後退した。このほか、トップ10の航空会社の中で
は、大韓航空が13％（705回）減の4708回、チャイナ
エアラインが7％（263回）減の3648回と減少。一方で、
バニラエアは5％（269回）増の5676回、キャセイパシ
フィック航空は8％（292回）増の3855回、中国国際航
空は1％（23回）増の3732回、チェジュ航空は釜山線
の新規就航などで34％（814回）増の3192回と大幅に
増加し、トップ10入りを果たしている（表1-11（1）参照）。
　貨物便では、発着回数が500回以上だった11社の
うち8社が前年度を上回り、前年度を下回ったのは3
社にとどまった。このうちトップの日本貨物航空は1％

（46回）増の5567回と堅調。2位のフェデラルエクスプ
レスは3％（133回）増の4666回と増加に転じた。しか
し3位の全日本空輸は2％（68回）減の4201回と引き
続きマイナス。4位はポーラーエアカーゴで、ロサンゼ
ルス線の新規就航などにより9％（192回）増の2410
回と大幅に増加。5位はユナイテッドパーセルサービ
スで2％（41回）増の2334回となっている（表1-11（2）
参照）。

（5）機材別
　国際線旅客便のうち、B747型機やB747-400型機
など旧来型の大型機は、機材の老朽化に伴う退役な
どもあって、発着回数全体に占める割合は、2000年
代に入ってから年を追うごとに減少傾向にある。開
港時（1978年度）には半数近くを占めていた大型機
は、例えば2003年度から2005年度まで5万回台で
推移した後も漸減傾向を続けて、2009年度では2万
回台となり、シェアは19％に縮小した。2008年度に
は総2階建てのA380型機が就航、その後B747-400
型機の後継機としてB747-8型機も就航したが、A380
とB747級を合わせた、いわゆる大型機の発着回数
は減少が進んでいる。2014年度に、この2つのクラ
スの合計でのシェアが初めて1桁台となったのに続き、
2015年度では発着回数が合わせて1万回を下回った。
2016年度、2017年度とさらに減少し、2017年度は
3539回（シェア2％）と5000回を下回った。
　B777級の中型機は、2010年度には10万回台に達
した。2011年度は成田空港の旅客便全体の発着回数
が減少するなかで、中型機の発着回数も前年度をわ
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1. 2017年度運用状況

ずかに下回る実績となったが、その後は10万回台で
ほぼ安定的に推移。2016年度からは11万回台に達し、
2017年度は11万4680回（シェア67％）となった。
　一方で、LCC（ローコストキャリア）の新規乗り入れ
や増便等を背景に、A320型機やB737型機クラスの
小型機の発着回数は年々増加を続けている。2007
年度に1万364回で初めて1万回を超えて以降、一本
調子で増加。2016年度は4万回台に、2017年度は5
万3512回（シェア31％）で5万回台に達するとともに、
シェアも30％を超えた（図1-10（1）（参照）。
　貨物便も、旅客便ほど顕著ではないものの、旅客
便と同様に、大型機の漸減傾向と中型機の増加傾向
が続いてきた。ただ最近はその様相にも若干変化が
見られる。2012年度は大型機の発着回数が2011年
度より若干減少したが、2013年度は増加に転じ、さ
らに2014年度は2008年度以来の1万回台を回復し
た。2015年度は大型機が再び1万回を割り込んだも
のの、2016年度は再び1万回台を回復、2017年度も1
万326回（シェア42％）と1万回台を保った。一方、中
型機は2010年度に発着回数が1万3494回で過去最
高を記録した後は微減・微増を繰り返しつつ、発着

回数は1万3000回台、シェアは58〜60％の範囲で
ほぼ安定的に推移してきた。そのなかで2016年度は
前年度を下回っていたが、2017年度は貨物便全体の
発着回数の増加とともに、中型機クラスは1万4288回

（シェア58％）と過去最高の1万4000回台を記録した
（図1-10（2）参照）。

2 航空旅客数
　2017年度の航空旅客数は4093万9895人で、2016
年度を3％（131万9094人）上回って、3年連続で開港
以来の最高値を更新するとともに、年度として初めて
4000万人を突破した。依然好調な伸びを見せる国際
線外国人旅客数と国内線旅客数が開港以来の最高と
なって、全体の伸びを押し上げた。これまでの過去最
高値は2016年度の3962万801人（表1-10参照）。

（1）国際線旅客数
　伸び率は3年連続のプラスで前年度比3％（106万
8926人）増の3347万9210人となった。これまでの過
去最高は2006年度の3418万5230人。外国人旅客数

航空会社 発着回数（回） 前年度比（回） 前年度比（％）
日本航空 29,442 823 3
全日本空輸 29,337 857 3
ユナイテッド航空 8,440 －430 －5
デルタ航空 7,895 －3,277 －29
バニラエア 5,676 269 5
大韓航空 4,708 －705 －13
キャセイパシフィック航空 3,855 292 8
中国国際航空 3,732 23 1
チャイナエアライン 3,648 －263 －7
チェジュ航空 3,192 814 34
アメリカン航空 2,896 95 3
ベトナム航空 2,774 57 2
フィリピン航空 2,727 －152 －5
アシアナ航空 2,621 －364 －12
中国東方航空 2,500 0 0
ティーウェイ航空 2,385 1,204 102
香港エクスプレス 2,356 596 34
シンガポ－ル航空 2,190 1 0

航空会社 発着回数（回） 前年度比（回） 前年度比（％）
香港航空 2,182 837 62
エバ－航空 2,182 －8 0
ジェットスター・ジャパン 2,180 263 14
タイ国際航空 2,094 －5 0
エアプサン 2,054 755 58
中国南方航空 1,876 －6 0
イースター航空 1,806 343 23
タイガーエア台湾 1,744 －96 －5
エア・カナダ 1,602 －6 0
タイ・エアアジアX 1,474 130 10
ジンエアー 1,460 364 33
Spring Japan 1,456 630 76
セブパシフィック航空 1,453 310 27
カンタス航空 1,446 511 55
アリタリア-イタリア航空 1,372 －2 0
マレ－シア航空 1,247 －7 －1
ジェットスター航空 1,232 －331 －21
厦門航空 1,118 －20 －2

航空会社 発着回数（回） 前年度比（回） 前年度比（％）
日本貨物航空 5,567 46 1

フェデラルエクスプレス 4,666 133 3

全日本空輸 4,201 －68 －2

ポーラーエアカーゴ 2,410 192 9

ユナイテッドパーセルサービス 2,334 41 2

エアージャパン 687 －15 －2

航空会社 発着回数（回） 前年度比（回） 前年度比（％）
ルフトハンザカーゴ 672 97 17

大韓航空 621 17 3

エアホンコン 618 12 2

キャセイパシフィック航空 592 4 1

チャイナエアライン 500 －16 －3
※前年度比は小数点以下四捨五入

表1-11　国際線航空会社別発着回数（2017年度）
（1）旅客便（1,000回以上）

（2）貨物便（500回以上）
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（1）国際線旅客便

（2）国際線貨物便

（B747級）（A380級） （B777級） （その他）

（B747級） （B777級） （その他）

（合計）

17,425回（46%）

3,785回（42%） 5,242回（58%）

6,598回（17%）

101,395回（72%）

105,092回（71%）

105,702回（69%）

101,162回（67%）

108,944回（69%）

113,242回（68%）

114,680回（67%）

13,477回（59%）

13,692回（60%）

13,033回（59%）

13,869回（57%）

13,725回（58%）

13,197回（56%）

14,288回（58%）

47回（0%）

8回（0%）

24回（0%）

394回（2%）  

268回（1%）

21回（0%）

17回（0%）

  

25,186回（18%）

27,404回（18%）

31,782回（21%）

36,946回（24%）

39,517回（25%）

48,594回（29%）

53,512回（31%）

2,400回（2%）

3,807回（3%）

4,104回（3%）

2,478回（2%）

2,446回（2%）

13,900回（37%） 37,923（回）

（合計）

9,029（回）

開港時
（1978年度）

139,8322011年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2回（0%）

22,827

148,2652012年度

24,631

22,836

22,286

153,6542013年度

24,272

23,800

23,510

151,197

157,713

2014年度

2015年度

2016年度

2017年度

開港時
（1978年度）

2016年度

2017年度

2011年度

2012年度

2013年度

2014年度

2015年度

9,303回（41%）

9,136回（40%）

9,229回（41%）

10,009回（41%）

9,807回（41%）

10,292回（44%）

10,326回（42%）

10,851回（8%）

11,962回（8%）

12,066回（8%）

10,611回（7%）

6,806回（4%）

1,593回（1%） 3,905回（2%）

2,039回（1%） 1,500回（1%）
171,731

167,334

図1-10　年度別機材構成比の推移

（注）1. A380…A380　2. B747級…B747-400、B747-8他　3. B777級…MD11、A340、B767、B777、A330、B787他　4. その他… A320、B737、B757他
5. （　）内は構成比

が引き続き好調だったのに加え、日本人の海外旅行需
要も堅調に推移し、日本人旅客数の伸びは2年連続で
のプラスとなった。ただし通過客は、米系航空会社に
よるアジアと北米間の直行便の増加などの影響により、
引き続き減少した。

［日本人旅客数］
　伸び率は2年連続のプラスで、前年度比2％（21万
1047人）増の1370万419人となった。なお、これまで
の最高値は2004年度の1935万1890人。2017年度は、
2016年に上向いた海外旅行需要の勢いが継続する形
で堅調に推移。原油価格高騰により、航空機の燃油
サーチャージ徴収が復活したものの、需要に対する大
きな阻害要因にはならなかった。また、海外で頻発し
たテロ事件の影響で2013〜2015年ごろには冷え込ん
でいたマインドも、海外旅行に対して意欲的な姿勢に
変化してきたとみられる。

　前年同月比の増減率で見ると、12カ月の中で伸び率
がマイナスだったのは10月と、前年同月をわずかなが
ら下回った2018年2月の2カ月のみで、それ以外の10カ
月はプラスとなった。人数ベースでは4月が約90万人に
とどまったものの、それ以外の月はいずれも100万人を
超えており、就航会社数、路線数、便数が順調に増加
するなかで、国際線の日本人旅客数も堅調な伸びを見
せている。

［外国人旅客数］
　日本全体で訪日外客数が年度として3000万人に迫
る2977万人となるなど訪日需要が引き続き好調なこと
や、航空路線の拡充等を背景に、前年度比11％（164
万1817人）増の1594万1475人となり、初めて1500万
人を突破するとともに、4年連続で開港以来の最高値
を更新した。
　人数ベースでは毎月、同月としての過去最高記録の
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（参考）　航空旅客数のシェア（2017年度）

国際線外国人
38.9％
（＋11）

国内線
18.2％
（＋3）

国際線日本人
33.5％
（＋2）

国際線通過客
9.4％

（－17）

旅客数
40,939,895
（＋3）

（注）（　）内は人数の前年度比（％）

（参考）　航空貨物量のシェア（2017年度）

輸入
34.6％
（＋8）仮陸揚（積込）

18.1％
（＋2）

仮陸揚（取卸）
16.7％
（－2）

貨物量
2,282,097
（＋7）

輸出
30.6％
（＋14）

（注）（　）内はトン数の前年度比（％）

更新を続けている。伸び率では7〜9月と2018年1月の
4カ月は前年同月比が1桁台となったものの、それ以外
の8カ月は2桁（10％台）の伸びとなっている。特に4月
の外国人旅客数は、イースター休暇が4月にずれ込ん
だことや人気が高まっている花見需要などにより、ア
ジア方面を中心として人数が増加。前年同月比16％増
の155万2019人と単月として初めて150万人を超え、開
港以来の最高値を更新した。なお、2017年度での月別
の伸び率では、11月の17％増が最も高かった。

[通過客数]
　前年度から17％（78万3938人）減少して383万7316
人となり、5年連続でのマイナスとなった。開港以来の
最高は2004年度の669万3434人で、その6割弱の実
績となっている。背景にあるのは、アジア主要都市の

急速な経済成長に伴う航空需要の増大や航空機材の
高性能化により、米系航空会社による成田空港を経
由しないアジアと北米間の直行便が増加していること。
これにより、従来多くの乗継客を乗せていた便が運休
となるなどで、成田空港における国際線通過客が減少
している。
　月別の前年同月比では、11月と18年3月は1桁台のマ
イナスだったが、それ以外の10カ月は2桁のマイナスと
なっている。

（2）国内線旅客数
　前年度比3％（25万168人）増の746万685人となり、
9年連続で最高値を更新した。大阪（関西）線、札幌（新
千歳）線等が好調だったことや、バニラエアの函館線
やジェットスター・ジャパンの宮崎線の新規就航など
が需要を牽引した。なお、これまでの最高値は2016年
度の721万517人。
　前年同月比の月別の推移では、4月には12％増と2
桁の伸びを記録したものの、その後5月から12月まで
は1桁台と、増加の勢いはやや落ち着きを見せた。さ
らに2018年1月からは、冬ダイヤにおけるLCCの運休・
減便などの影響から、前年同月を下回る実績が続いて
いる。

3 航空貨物・取扱額
　2017年度の国際航空貨物量は、前年度比7％（14万
2022トン）増の228万2097トンで、伸び率は2年連続
でのプラスとなったのに加え、開港以来の最高値であ
る2004年度の229万7555トンに迫る歴代第2位の記
録となった。
　2017年度は、旺盛な半導体関連需要やプラスチッ
ク、その原料の荷動きが好調だったことを背景に、輸

（参考）国際線路線別出発旅客数（2017年度） （単位：百人）

路線別 出発客（人）
（A＋B）

出国数（人）
（A）

通過客（人）
（B）

太平洋線 36,581
（93.4）

27,025
（97.8）

9,556
（82.8）

欧州線 13,412
（102.5）

12,940
（103.1）

472
（88.3）

オセアニア線 6,493
（102.5）

5,872
（103.8）

621
（91.7）

グアム線 4,728
（84.7）

4,302
（87.7）

425
（62.7）

アジア線
（中東含む）

40,591
（109.4）

34,986
（113.2）

5,604
（90.3）

台湾線 13,470
（92.7）

12,858
（95.3）

612
（59.1）

香港線 14,415
（116.9）

14,124
（118.2）

290
（77.2）

中国線 19,502
（105.2）

18,876
（106.5）

626
（76.9）

韓国線 17,359
（116.1）

16,380
（119.3）

978
（80.3）

アフリカ線 295
（121.4）

294
（130.5）

1
（7.1）

（注）（　）内は人数の前年度比（％）
単位未満四捨五入のため合計と一致しないことがある
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出入や仮陸揚がともに好調に推移した。輸出は同14％
（8万5727トン）増の69万9291トンで、2年連続でのプ
ラスになるとともに、2桁の伸び率を示した。品目では
プラスチック、原動機、自動車の部分品などが好調だっ
た（開港以来の最高値は2004年度の89万3384トン）。
輸入は同8％（5万5865トン）増の78万9385トンで、伸
び率は2年連続でのプラスとなった。品目では、一般
食料品やプラスチック原料などが好調だった（開港以
来の最高値は2004年度の98万9513トン）。
　仮陸揚貨物は、積込が同2％増の41万2570トン、取
卸は同2％減の38万851トン、合計では前年をわずかに
上回る79万3421トンとなり、6年連続で開港以来の最
高値を更新した（表1-12参照）。なお、仮陸揚は堅調
に推移したものの日本発着貨物が好調なため、輸出・
輸入に比べて、伸び率が抑えられる結果となった（表
1-11参照）。
　また、成田空港の航空貨物は金額ベース（東京税関
まとめの2017年分）で、輸出額は前年比23.6％増の11
兆1679億円で5年連続のプラスとなった。全国の輸出
額全体に占める成田空港の割合は14.3％で、前年より
1.4ポイント増加している。一方、輸入額は同8.2％増の
12兆2444億円で、5年ぶりに減少した2016年から再
び増加に転じた。しかし、全国の輸入額全体に占める
成田空港の割合は16.2％と、前年より0.9ポイント減少
した。輸出入額のバランスは1兆766億円の赤字（輸入
超過）で、7年連続での赤字（輸入超過）となっている
（表1-12参照）。
　主要品目を見ると、輸出では半導体等製造装置が同
14.2％増の7185億円（シェア6.4％）、科学光学機器が
同25.0％増の6665億円（ 同6.0％）、ICが同26.4％増
の4495億円（同4.0％）といずれも大幅に増加した。こ
のほか電気回路等の機器も同37.8％増の4472億円、
電気計測機器も40.0％増の3484億円と大きく増加し
たが、映像記録・再生機器は12.4％減の1341億円に
減少した。
　輸入では、主要品目である通信機が同18.4％増の1
兆9218億円（シェア15.7％）となっているものの、医薬
品は同9.7％減の1兆2692億円（同10.4％）と減少。IC
は同9.2％増の1兆1761億円（同9.6％）と増加した。こ
のほか、半導体等製造装置も同85.2％増の3261億円

（同2.7％）、電算機類も17.6％増の9069億円（同7.4％）
と増加している。
　主要国・地域別では、輸出で米国は同15.7％増の1
兆8061億円で、科学光学機器などの増加により輸出額
は2年ぶりに増加。EUも科学光学機器などの増加によ
り同7.0％増の1兆3158億円と2年連続で増加。アジア
は同25.3％増の6兆8762億円と2年ぶりに増加。その
うち中国は電子回路等の機器が増加して同27.1％増の

3兆971億円、ASEANはICなどが増加して同32.9％増
の2兆46億円と、輸出額は共に2年ぶりの増加となった。
　輸入で米国は、半導体等製造装置などの増加により、
同0.7％増の2兆3711億円と2年ぶりに増加。EUは医薬
品などが減少したことで同3.6％減の2兆6226億円と2
年連続の減少。アジアは同17.8％増の5兆8860億円で
2年ぶりに増加。そのうち中国は電算機類などの増加
により14.7％増の3兆1855億円、ASEANは通信機など
の増加により同27.2％増の1兆5513億円と、輸入額は
共に2年ぶりの増加となった（表1-13参照）。

4 給油量
　給 油量は、前年度 比2％（8万837KL）減の446万
7712KLで、伸び率は4年連続のマイナスとなった。こ
れまでの最高値は2004年度の589万205KLだが、そ
の後はマイナス基調に転じ、2005年度から2011年度
までの7年連続で前年実績を下回った。その後、2012
年度、2013年度とプラスを記録した後、4年連続で前
年度の実績を下回る結果となった（表1-14参照）。
　航空機発着回数は2017年度において6年連続で開
港以来の最高値を更新するなど、総発着回数自体は
増加している。一方で、近年の機材の小型化や低燃費
化などの影響により、給油量は減少傾向が続いている。
　ちなみに10年前の2007年度と比べると、総発着回
数は19万4115回から25万2447回に30％増加。それ
に対して給油量は562万2869KLから446万7712KL
と21％減少している。
　また、国際線旅客便の航空機発着回数で機種別の
シェアを見てみると、2007年度は大型機が30％、中
型機が64％、小型機などその他のクラスが7％だった。
これが2017年度では、大型機は2％に減少、中型機は
67％、小型機などその他のクラスが31％と、小型機材
が10年前よりも大幅に増えていることが分かる。
　なお、2017年度の月別の給油量は各月とも30万KL
台で推移している。前年同月比で見ると、11月〜2018
年2月の4カ月は前年を上回っているが、それ以外の月
は前年を下回っている。
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主要輸出品目 品目 輸出額（億円） 伸び率（％） シェア（％）

主要品目1 半導体等製造装置 7,185 14.2 6.4

主要品目2 科学光学機器 6,665 25.0 6.0

主要品目3 ＩＣ 4,495 26.4 4.0

主要増減品目 主な品目 輸出額（億円） 伸び率（％） シェア（％）主な増減国

増加1位 科学光学機器 6,665 25.0 6.0 米国

増加2位 電気回路等の機器 4,472 37.8 4.0 中国

増加3位 電気計測機器 3,484 40.0 3.1 台湾

減少1位 映像記録・再生機器 1,341 －12.4 1.2 米国

主要国・地域別 輸出額（億円） 増減品目 伸び率（％）

対米国 18,061 2年ぶりに増 科学光学機器 15.7

対EU（注3） 13,158 2年連続の増 科学光学機器 7.0

対アジア 68,762 2年ぶりに増 25.3

対中国（注4） 30,971 2年ぶりに増 電気回路等の機器 27.1

対ASEAN(注5） 20,046 2年ぶりに増 ＩＣ 32.9

表1-13　成田空港　主要品目輸出入動向（2017年確定値）
主要輸入品目 品目 輸入額（億円） 伸び率（％） シェア（％）

主要品目1 通信機 19,218 18.4 15.7

主要品目2 医薬品 12,692 －9.7 10.4

主要品目3 ＩＣ 11,761 9.2 9.6

主要増減品目 主な品目 輸入額（億円） 伸び率（％） シェア（％） 主な増減国

増加1位 通信機 19,218 18.4 15.7 タイ

増加2位 半導体等製造装置 3,261 85.2 2.7 米国

増加3位 電算機類 9,069 17.6 7.4 中国

減少1位 医薬品 12,692 －9.7 10.4 アイルランド

主要国・地域別 輸入額（億円） 増減品目 伸び率（％）輸出入差引額（億円）

対米国 23,711 2年ぶりに増 半導体等製造装置 0.7 －5,650

対EU（注3） 26,226 2年連続の減 医薬品 －3.6 －13,068

対アジア 58,860 2年ぶりに増 17.8 9,902

対中国（注4） 31,855 2年ぶりに増 電算機類 14.7 －884

対ASEAN(注5） 15,513 2年ぶりに増 通信機 27.2 4,533

表1-12　2017年貿易概況（確定） （単位：億円、％）

輸出額 輸入額 差引額
価額 伸び率 全国比 価額 伸び率 全国比 価額

東京港 58,621 0.7%
2年ぶりに増 7.5% 117,011 10.5%

2年ぶりに増 15.5% ▲58,390
17年連続の輸入超過

成田空港 111,679 23.6%
5年連続の増 14.3% 122,444 8.2%

2年ぶりに増 16.2% ▲10,766
7年連続の輸入超過

羽田空港 4,588 37.7%
2年ぶりに増 0.6% 8,531 22.9％

4年連続の増 1.1% ▲3,942
8年連続の輸入超過

管内 177,404 15.1%
2年ぶりに増 22.7% 255,185 9.8%

2年ぶりに増 33.9% ▲77,781
17年連続の輸入超過

全国 782,865 11.8%
2年ぶりに増 100.0% 753,792 14.1%

3年ぶりに増 100.0% 29,072
2年連続の輸出超過

為替レート：税関長公示レートの平均値
　　　　　　平成29年分

米ドル換算 112.33円/米ドル 平成28年：108.95円/米ドルと比べ3.1%の円安
ユーロ換算 126.24円/ユーロ 平成28年：120.73円/ユーロと比べ4.6%の円安

出典：東京税関資料
注1. 本発表における港別の貿易額は、東京税関管内の次の官署が管轄する区域に蔵置された貨物の通関額によるものである。東京港（東京税関本関、東京外郵出張所、

芝浦出張所（6月まで）、立川出張所、前橋出張所、大井出張所）、成田空港（東京航空貨物出張所、成田航空貨物出張所）､ 羽田空港（羽田税関支署）､
　　 管内には、東京港、成田空港、羽田空港に加えて、新潟港（新潟税関支署、東港出張所）、直江津港（直江津出張所）､柏崎港（柏崎出張所）､新潟空港（新潟空港出張所）、

酒田港（酒田税関支署、山形出張所）を含む。
注2. 「伸び率」は対前年伸び率を示す。

出典：東京税関資料
（注） 1 輸出はＦＯＢ価格、輸入はＣＩＦ価格による。

2 伸率及び増加・減少は全て対前年比による。
3 対ＥＵの貿易額は２８ヵ国の実績。
4 対中国の貿易額には対香港及び対マカオの貿易額を含む。
5 対ＡＳＥＡＮの貿易額は１０ヵ国の実績。
6 本発表における港別の貿易額は、東京税関管内の次の官署が管轄する区域に蔵置された貨物の通関額によるものである。

東京港（東京税関本関、東京外郵出張所、芝浦出張所（６月まで）、立川出張所、前橋出張所、大井出張所）、
成田空港（東京航空貨物出張所、成田航空貨物出張所）､
羽田空港（羽田税関支署）､
管内には、東京港、成田空港、羽田空港に加えて、新潟港（新潟税関支署、東港出張所）、直江津港（直江津出張所）､柏崎港（柏崎出張所）､ 新潟空港（新潟空港出張所）、
酒田港（酒田税関支署、山形出張所）を含む。

表1-11　航空貨物量 （単位：トン）

年  度 2012 2013 2014 2015 2016 2017

総  量 1,921,081（100） 1,985,637（103） 2,076,260（105） 1,981,390（95） 2,140,075（108） 2,282,097（107）

輸  出  584,4841（85）  575,7171（99） 634,027（110） 573,653（90） 613,564（107） 699,291（114）

輸  入  822,5681（93）  799,4181（97） 750,740（94） 706,057（94） 733,520（104） 789,385（104）

仮陸揚  514,029（141）  610,502（119） 691,493（113） 701,680（101） 792,991（113） 793,421（100）

（　）内は前年度比 

表1-14　給油量 （　）内は前年度比 （単位：㎘）

年  度 2012 2013 2014 2015 2016 2017

給油量 4,673,943（110） 4,814,666（103） 4,616,953（96） 4,573,250（99） 4,548,549（99） 4,467,712（98）



成田空港を取り巻く環境

66

第 章1

2. 成田空港への乗り入れ航空会社と発着回数

2 成田空港への乗り入れ航空会社と発着回数

2010年は、TAM航空、香港航空、中国国際貨運航空
も新たに乗り入れている。
　2011年には、3月にポーラーエアカーゴが再開、新規
のLCCとして6月にエアプサン、7月にイースター航空が
就航したのに続き、同年10月には、国内線に本邦航空
会社であるスカイマーク（2014年撤退）が新たに就航し、
冬ダイヤから就航したエバーグリーン航空（2013年撤
退）と合わせて、新規乗り入れ航空会社は5社を数えた。
　2012年には、7月にジェットスター・ジャパンが札幌

（新千歳）、大阪（関西）、福岡、那覇へ新規就航し、8
月にもエアアジア・ジャパンが札幌、福岡、那覇の各
路線に就航した。また、エアアジア・ジャパンは10月か
らソウル、11月から釜山への国際路線も新規に就航し
ており、国際線と国内線でLCCによる新規乗り入れが
相次いだ。2012年の冬ダイヤでもS7航空や、スクート
が新たに運航を開始した。

1 新規乗り入れ航空会社
　開港以来、航空会社にとって日本の「空の玄関口」で
ある成田空港への新規乗り入れ希望は、日本発着の
国際航空需要と相まって、年を追うごとに強まってきた。
特に、成田空港にとっての「第2の開港」ともいうべき暫
定平行滑走路の運用開始で空港容量も大幅に拡大し
た2002年度は、多くの航空会社が新規就航を果たした。
　2003年度以降は、2008年10月の南アフリカまで、
新たな都市への新規就航はなく、新規乗り入れ航空会
社としては、2004年が2社、2005年が1社、2006年が
3社、2007年が2社、2008年が4社、そして2009年は
1社が乗り入れた。
　さらに2010年3月以降は、空港容量の拡大に伴っ
て多くの乗り入れが実現し、エミレーツ航空、エティハ
ド航空、マカオ航空、カタール航空が就航。そのほか

表1-15　成田空港への定期便乗り入れ航空会社（99社） 2018年10月末現在
国・地域名 航空会社 コード 備考

アラブ首長国連邦 エティハド航空
エミレーツ航空

ＥＴＤ
ＵＡＥ

イタリア アリタリア-イタリア航空 ＡＺＡ

インド エア インディア
ジェットエアウェイズ

ＡＩＣ
ＪＡＩ 自社機材での運航なし

インドネシア インドネシア・エアアジアX
ガルーダ・インドネシア航空

ＩＤＸ
ＧＩＡ

英国 ブリティッシュ・エアウェイズ ＢＡＷ
エジプト エジプト航空 M ＳＲ
エチオピア エチオピア航空 ＥＴＨ

オーストラリア
ヴァージン・オーストラリア
カンタス航空
ジェットスター航空

ＶＡＵ
ＱＦＡ
ＪＳＴ

自社機材での運航なし

オランダ KLMオランダ航空 ＫＬＭ
カタール カタール航空 ＱＴＲ
カナダ エア・カナダ ＡＣＡ

韓国

アシアナ航空
イースター航空
エアソウル
エアプサン
ジンエアー
大韓航空
チェジュ航空
ティーウェイ航空

ＡＡＲ
E ＳＲ
ＡＳＶ
ＡＢＬ
ＪＮＡ
ＫＡＬ
ＪＪＡ
ＴＷＢ

シンガポール シンガポール航空
スクート

ＳＩＡ
ＴＧＷ

スイス スイスインターナショナルエアラインズ ＳＷＲ
スウェーデン
デンマーク
ノルウェー

スカンジナビア航空 ＳＡＳ

スペイン イベリア航空 ＩＢＥ
スリランカ スリランカ航空 ＡＬＫ

タイ
タイ・エアアジアＸ
タイ国際航空
ノックスクート
バンコク・エアウェイズ

ＴＡＸ
ＴＨＡ
ＮＣＴ
ＢＫＰ 自社機材での運航なし

（台湾） 
エバー航空
タイガーエア台湾
チャイナエアライン
マンダリン航空

ＥＶＡ
ＴＴＷ
ＣＡＬ
ＭＤＡ

中国

厦門航空
海南航空
山東航空
四川航空
深圳航空
中国国際貨運航空
中国国際航空
中国東方航空
中国南方航空

ＣＸＡ
ＣＨＨ
ＣＤＧ
ＣＳＣ
ＣＳＺ
ＣＡＯ
ＣＣＡ
ＣＥＳ
ＣＳＮ

自社機材での運航なし

　
貨物専用航空会社

チリ LATAM Airlines ＬＡＮ 自社機材での運航なし

国・地域名 航空会社 コード 備考
トルコ ターキッシュ エアラインズ ＴＨＹ

ドイツ
アエロロジック
ルフトハンザカーゴ
ルフトハンザドイツ航空

ＢOＸ
ＧＥＣ
ＤＬＨ

貨物専用航空会社
貨物専用航空会社
自社機材での運航なし

日本

IBEXエアラインズ
エアージャパン
ジェットスター・ジャパン
Spring Japan
全日本空輸
日本貨物航空
日本航空
バニラエア
ピーチ・アビエーション

ＩＢＸ
ＡＪＸ
ＪＪＰ
ＳＪＯ
ＡＮＡ
ＮＣＡ
ＪＡＬ
ＶＮＬ
ＡＰＪ

国内線のみ運航

貨物専用航空会社

国内線のみ運航
ニュージーランド ニュージーランド航空 ＡＮＺ
パキスタン パキスタン国際航空 ＰＩＡ
パプアニューギニア ニューギニア航空 ＡＮＧ
フィジー フィジー・エアウェイズ ＦＪＩ

フィリピン セブパシフィック航空
フィリピン航空

ＣＥＢ
ＰＡＬ

フィンランド フィンランド航空 ＦＩＮ
ブラジル LATAM Airlines ＴＡＭ 自社機材での運航なし

フランス
エア・カレドニア・インターナショナル
エア タヒチ ヌイ
エールフランス航空

ＡＣＩ
ＴＨＴ
ＡＦＲ

ブルネイ ロイヤルブルネイ航空 ＲＢＡ 自社機材での運航なし

米国

アトラスエア
アメリカン航空
デルタ航空
ハワイアン航空
フェデラルエクスプレス
ポーラーエアカーゴ
ユナイテッド航空
ユナイテッドパーセルサービス

ＧＴＩ
ＡＡＬ
ＤＡＬ
ＨＡＬ
ＦＤＸ
ＰＡＣ
ＵＡＬ
ＵＰＳ

貨物専用航空会社

貨物専用航空会社
貨物専用航空会社

貨物専用航空会社
ベトナム ベトナム航空 ＨＶＮ
ポーランド LOTポーランド航空 ＬＯＴ

（香港）
エアホンコン
キャセイパシフィック航空
香港エクスプレス
香港航空

ＡＨＫ
ＣＰＡ
ＨＫＥ
ＣＲＫ

貨物専用航空会社

（マカオ） マカオ航空 ＡＭＵ

マレーシア ファイアーフライ
マレーシア航空

ＦＦＭ
ＭＡＳ

自社機材での運航なし

南アフリカ 南アフリカ航空 ＳＡＡ 自社機材での運航なし
メキシコ アエロメヒコ航空 ＡＭＸ
モンゴル MIATモンゴル航空 ＭＧＬ
ルクセンブルク カーゴルックス ＩＣＶ

ロシア

アエロフロート・ロシア航空
エアブリッジカーゴ
S7航空
オーロラ航空
ヤクーツク航空

ＡＦＬ
ＡＢＷ
ＳＢＩ
ＳＨＵ
ＳＹＬ

貨物専用航空会社
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　2013年夏ダイヤでは、7月にチェジュ航空がソウル
線を、9月にはトランスアジア航空（2016年撤退）が台
北線に新規就航した。2013年冬ダイヤでは、本邦LCC
のピーチ・アビエーションが関西線で新規参入。一方、
エアアジア・ジャパンは運航を終了し、バニラエアにブ
ランド名を変更、12月から運航を開始した。
　2014年夏ダイヤでは、3月にセブパシフィック航空が
マニラ線に就航したのに続き、4月には韓国初の貨物
専用航空会社のエアインチョンがソウル線を、7月には
オーロラ航空がウラジオストク線にそれぞれ新規就航
した。さらに8月からはSpring Japanが広島・佐賀・高
松の国内3路線に就航し、9月にはタイ・エアアジアXが
バンコク線で定期運航を開始。10月にもジェットアジア・
エアウェイズ（2015年5月撤退）がバンコク線に定期便
を就航させた。2014年冬ダイヤでは、10月からエチオ
ピア航空が香港線で全日本空輸とのコードシェアを開
始したのに続き、11月にはエアアジアXがクアラルンプー
ル線、12月には香港の香港エクスプレスが就航した。
　2015年は夏ダイヤでは4月からタイガーエア台湾、8
月から厦門航空、コードシェアで4月からブラジルの
TAM航空と6月からオーストリアのニキ航空（2017年
撤退）が乗り入れた。冬ダイヤでは、11月から貨物専
用のカーゴルックスイタリアに加えて、12月から海南航
空が就航した。さらに2016年に入って、1月にはLOT
ポーランド航空がワルシャワ線を、同じく1月には四川
航空が新規乗り入れした。
　2016年夏ダイヤでも新規乗り入れが相次ぎ、3月に
は韓国LCCのティーウェイ航空が、7月にはジンエアー
がソウル線に新規就航。同じく7月には、香港航空が
2013年1月以来3年半ぶりに成田乗り入れを再開した
ほか、ハワイアン航空がホノルル線に新規就航した。さ
らに10月には1988年11月以来18年ぶりに再就航とな
るイベリア航空のマドリード線、11月にはロイヤルブル
ネイ航空が香港航空とのコードシェアで新規就航した。
　2017年では、1月31日からロシアのヤクーツク航空、
2月27日にはエア・セイシェルがエディハド航空との
コードシェアで就航。3月2日からは米国の貨物専用航
空会社のアトラスエアが、ダラス・シカゴ・アンカレッ
ジの3拠点と成田空港を結んで新規就航した。さらに
5月25日からは、エアアジアグループ傘下のインドネシ
ア・エアアジアXが、デンパサール線に新規就航した。
　2017年冬ダイヤでは、エジプト航空が10月30日か
ら、2013年7月以来のカイロ線の自社運航を再開、10
月31日からはエアソウルがソウル線を開設して新規就
航した。貨物専用便では10月29日から、ドイツのアエ
ロロジックが新規就航している。
　2018年夏ダイヤでは3月28日から、ルクセンブルク
のカーゴルックスが新規就航。5月16日からはオースト

リア航空が2016年9月以来のウィーン線の運航で、7月
3日からはフィジー・エアウェイズ（前身はエア・パシ
フィック航空）が2009年3月以来のナンディ線の運航
で、8月から新規就航を果たした（表1-15参照）。

2 定期航空会社別スケジュール 発着回数
（1）2017年冬ダイヤ

 　 （2017年10月29日〜2018年3月24日）
　2017年冬ダイヤ期初で、国際線と国内線を合わせた
週間発着回数は合計4736回となり、開港以来の最高値
を更新した。2016年冬ダイヤ比で126回増、2017年夏ダ
イヤ比では16回増で、年間に換算すると24万6949回、1
日平均は677回。
　国際線の週間発着回数は、旅客便・貨物便の合計で
3740回と開港以来の最高値を更新。年間換算で19万
5014回、1日平均では534回になる。5月25日から新規就
航していたインドネシア・エアアジアXに加え、10月29日
からのドイツの貨物専用航空会社アエロロジックの新規
乗り入れ、10月30日からのエジプト航空の自社機材によ
る運航再開、10月31日からのエアソウルの新規乗り入れ
をはじめ、韓国・中国などアジア方面や太平洋線などの
新規就航と増便が後押しした。
　国内線の週間発着回数は、旅客便と貨物便の合計で
996回。2017年夏ダイヤからは29回減ながら、2016年
冬ダイヤに比べて11回増えている。
　乗り入れ航空会社数は、国際線が95社、国内線のみ
が2社の計97社で、ダイヤ期初としての最高値を更新し
た。なお、2017年夏ダイヤ期初との比較では、インドネシ
ア・エアアジアX、アエロロジック、エアソウル、エジプト
航空の4社が増えた一方、例年どおり冬期運休のウズベ
キスタン国営航空と、コードシェアとして乗り入れていた
エアベルリンが運休して2社が減少した。
　就航都市数は冬ダイヤ期初で、海外が38カ国・3地域
の110都市、国内が17都市で合計127都市（131路線）と、
開港以来の最高値を更新した。エア・カナダのトロント線
の通年化、日本航空のコナ線新規就航、エジプト航空の
カイロ線の運航再開で都市数が増えた。

（2）2018年夏ダイヤ
　   （2018年3月25日〜2018年10月27日）
　2018年夏ダイヤ期初で、国際線と国内線を合わせ
た週間発着回数は合計4797回となり、開港以来の最
高値を更新した。2017年冬ダイヤより77回増、過去最
高だった2017年夏ダイヤより61回増えた。年間に換算
すると25万129回、1日平均は685回となる。
　国際線の週間発着回数は、旅客便・貨物便の合計
で3829回と開港以来の最高値を更新。年間換算で19
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3 東アジアの国際拠点空港としての成田空港

新規就航等もあり、冬ダイヤとして開港以来最高だっ
た2017年を5回上回り、冬ダイヤとしての最高値を更
新した。年間換算では24万7209回、1日平均は677回
となる。
　国際線の週間発着回数は、旅客便において韓国や
台湾方面への新規就航と増便等により、冬ダイヤとし
て最高だった2017年より15回増えて3755回と、冬ダイ
ヤとしての最高値を更新した。これは年間換算では19
万5796回、1日平均では536回になる。
　国内線の週間発着回数は、旅客便と貨物便の合計
で986回。2017年冬ダイヤに比べると10回減ながら、
2018年冬ダイヤからは18回増えている。
　就航都市数は冬ダイヤ期初で、海外が39カ国・3
地域の112都市、国内が21都市で合計133都市（136
路線）と、冬ダイヤとしての最高値を更新した。エア・
カナダのモントリオール線、フィジー・エアウェイズ
のナンディ線の新規就航等に加え、バニラエアの石
垣線、ジェットスター・ジャパンの長崎線等の新規就
航で、国内線就航都市が開港以来の最高となった。
　定期便乗り入れ航空会社数は99社と、ダイヤ期初と
して最高となった。6月1日からタイのノックスクートが、
7月3日からフィジー・エアウェイズが新規に乗り入れた
のに加えて、台中との定期チャーター便を運航してい
たマンダリン航空が10月28日から定期便化したことに
より、航空会社数がさらに増加した（表1-16参照）。

万9655回、1日平均では547回になる。3月28日からの
カーゴルックスのルクセンブルク線等の新規就航をは
じめ、アジアやオセアニア方面への新規就航と増便等
により、発着回数が順調に増加している。
　国内線の週間発着回数は、旅客便と貨物便の合計
で968回。2017年夏ダイヤからは57回減、2017年冬
ダイヤからは28回減。
　乗り入れ航空会社数は、国際線が95社、国内線の
みが2社の計97社で、ダイヤ期初としては過去最高だっ
た。2017年冬ダイヤと同数。2017年冬ダイヤ期初との
比較では、季節運航を再開したウズベキスタン国営航
空と新規就航のカーゴルックスとで2社増。一方、コー
ドシェアとして乗り入れていたカーゴルックスイタリア
とエア・セイシェルが運休して2社減となった。
　就航都市数は冬ダイヤ期初で、海外が40カ国・3地
域の115都市、国内が18都市で合計133都市（137路
線）と、開港以来の最高値を更新した。国際線ではマ
レーシア航空のペナン線、ウズベキスタン国営航空の
タシケント線など、国内線ではジェットスター・ジャパ
ンによる宮崎線が新たなネットワークに加わった。

（3）2018年冬ダイヤ
　   （2017年10月28日〜2018年3月30日）
　2018年冬ダイヤ期初で、国際線と国内線を合わせ
た週間発着回数は合計4741回となった。国際線貨物
便において一部減便はあったものの、夏ダイヤ期中の

1 発着枠の拡大
　成田空港の1日あたりの発着枠は1990年末以降、
360回として運用されてきたが、1998年4月25日から1
日370回に拡大された。また、2002年4月18日の暫定
平行滑走路（現B滑走路）のオープンに伴い、空港処
理能力はそれまでの年間13万5000回から20万回に
拡大し、1日あたりの発着枠は370回から546回へと約
50％増えた。
　2009年10月には暫定平行滑走路の2500ｍ化が完
了して運用を開始したことにより、2010年3月以降、空
港処理能力は従来の20万回から22万回に増加した。
さらに、2011年10月30日に22万回から23万5000回、
2012年3月25日からは25万回に拡大された。
　2010年10月には、年間発着枠30万回について、国
土交通省と千葉県、地元9市町との間で合意された。
2013年3月31日からは空港処理能力が27万回に引き

上げられており、成田空港では引き続き施設整備を進
め、2014年度に30万回への拡大を実現している。
　国土交通省は、今後の首都圏空港における航空需
要はさらに増加が見込まれることから、空港処理能力
の拡大を含めた首都圏空港の機能強化を図る必要が
あるとし、2013年7月、国土交通省交通政策審議会航
空分科会基本政策部会の下に設置された、「首都圏空
港機能強化技術検討小委員会」において、首都圏空港
の機能強化に係る技術的な選択肢がとりまとめられた。
　この技術的な選択肢をもとに、首都圏空港の機能
強化の具体化について、関係自治体や航空会社等で
協議を行うため、2014年8月に「首都圏空港機能強化
の具体化に向けた協議会」を設置。その会合で成田空
港については、管制機能の高度化や高速離脱誘導路
の整備、夜間飛行制限の緩和などによって、東京オリ
ンピック・パラリンピックが開催される2020年までに、
年間約4万回以上の発着回数の拡大が可能という見方
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も示された。
　2015年9月からは「成田空港に関する四者協議会」

（以下、四者協議会）において成田空港の更なる機能
強化策について検討が進められた。2016年9月の四者
協議会では、年間発着容量を50万回まで拡大できる
ようにするため、B滑走路を1000ｍ北側へ延伸するこ
と、3500ｍで新設するC滑走路の具体的な位置、夜間
飛行制限緩和の時間帯などについての具体案を説明・
提示した。
　その後、100回を超える住民説明会、地元自治体や
千葉県からの要望、要請等を踏まえ、2017年6月の四
者協議会では、夜間飛行制限の緩和と環境対策・地
域共生策の見直し案を提案。更なる機能強化の実現
に向けて、「地域住民の理解と協力が得られるよう最
大限の努力をすること」が確認された。
　これを受けて、その後も地域住民への丁寧な説明を
重ねた結果、更なる機能強化の実施について、地元自
治体からも理解が得られ、2018年3月の四者協議会に
おいて正式合意し、実施に向けた確認書を締結するに
至った。これにより、B滑走路の延伸、C滑走路の新設
などを通じて、成田空港の年間発着枠が30万回から
50万回へ拡大されることになった。

2 国内・世界における成田空港の位置づけ
（1）日本の空の玄関口としての役割
　日本全国の空港における輸送実績で、成田空港は
最大のシェアを占めており、日本の空の玄関口として

重要な役割を担い続けている。
　国土交通省がまとめた2017年度の「空港管理状
況調書」によると、全国の空港における国際線（不定
期便を含む）の実績は、航空機着陸回数が前年度比
6.2％増の28万6493回、航空旅客数（乗降客＋通過
客）が同11.2％増の9333万3404人、貨物取扱量が同
9.1％増の412万9457トンで、航空旅客数は引き続き2
桁台の伸びとなった。
　この全空港に占める2017年度の成田空港の割合は、
着陸回数が34.7％、航空旅客数が33.8％、貨物取扱
量が55.3％となっており、全国の空港の中で着陸回数
と航空旅客数は約3分の1、貨物取扱量は過半数とい
う圧倒的なシェアとなっている。
　2017年度の着陸回数を空港別に見ると、9万9503回

（1日平均273回）の成田空港がトップ。これに、関西空
港の6万9282回（同190回）、羽田空港の4万2320回（同
116回）、中部空港の1万9353回（同54回）、福岡空港の
1万8275回（同51回）と続く。国際線が就航している空
港の合計着陸回数に占める各空港のシェアは、成田空
港の34.7％に続いて、関西空港が24.2％、羽田空港が
14.8％、中部空港が6.8％、福岡空港が6.4％となっている。
　日本の貿易港として成田空港が重要な役割を担っ
ていることは、金額ベースで見ても裏付けられている。

「外国貿易概況」（日本関税協会）によると、2017年
度における成田空港からの輸出額は約11兆2009億
円となり、日本からの輸出額の14.1％（前年度シェアは
13.5％）、輸入額は約12兆5624億円で、日本への輸入
額の16.4％（同16.8％）を占めた。輸出入額の合計は約

表1-17　全国港別輸出入ランキング（2017年度／確報値） （単位：百万円）

順位
輸出 輸入 輸出入計

港名 価額 伸び率（％） 港名 価額 伸び率（％） 港名 価額

1 名古屋 11,982,614 9.8 成田 12,562,374 10.8 成田 23,763,309

2 成田 11,200,935 16.3 東京 11,707,415 9.1 東京 17,645,098

3 横浜 7,362,293 8.1 名古屋 4,904,954 9.1 名古屋 16,887,568

4 東京 5,937,683 3.5 大阪 4,804,484 10.6 横浜 11,579,978

5 神戸 5,692,725 9.9 横浜 4,217,685 11.1 関西空港 9,715,621

6 関西空港 5,666,982 8.8 関西空港 4,048,639 12.8 神戸 9,007,390

7 大阪 3,880,046 20.6 千葉 3,387,418 16.8 大阪 8,684,530

8 三河 2,639,852 13.1 神戸 3,314,665 13.8 千葉 4,157,745

9 博多 2,138,754 39.2 川崎 2,275,825 26.0 三河 3,377,456

10 清水 1,836,541 3.8 堺 1,444,489 19.2 川崎 3,336,822

全国計 79,222,634 10.8 全国計 76,773,443 13.7 全国計 155,996,077

出典：日本関税協会「外国貿易概況」 （注）確報値は、確定値の前段階の数字。確定値が発表されるのは2019年3月ごろ。
（注）「伸び率」は対前年度の伸び率（％）を示す。
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田空港については、第3滑走路の整備や夜間飛行制限
の緩和などについて地元自治体からの要望等を踏まえ、
今後の対応について関係機関とともに速やかに検討を
進め、更なる機能強化の実現に取り組むこととされた。
　さらに、2018年6月に策定された「観光ビジョン実
現プログラム2018」では、LCCの就航促進に向けた
取り組みとして、「首都圏空港は、羽田空港の飛行経
路の見直し、成田空港の第3滑走路の整備等により、
ニューヨーク、ロンドンに匹敵する世界最高水準の発
着容量年間約100万回の実現を目指す」こととした。こ
のうち成田空港については、「2020年までの高速離脱
誘導路の整備等による発着容量約4万回拡大に加え、
2018年3月の地元合意に基づき、騒音・落下物対策や

『成田国際空港周辺整備のための国の財政上の特別
措置に関する法律』による周辺地域の施設整備の促
進を行いつつ、第3滑走路の整備や夜間飛行制限の
緩和等の更なる機能強化を進め、年間発着枠を50万
回に拡大する」とされている。

◇
　成田空港への乗り入れ航空会社は、2018年冬ダイ
ヤで99社を数え、国際線の就航都市数は海外112都
市、国内線が21都市、合計133都市と冬ダイヤとしての
最高値を更新した。
　なお、国際空港評議会（ACI：Airports Council Inte
rnational）が世界の空港の利用動向をまとめた「2017 
ACIWorld Airport Traffic Report」に よると、成 田
空港の国際線取扱実績は、旅客数が第18位（前年も
第18位）、貨物取扱量は第5位（同5位）となった（表
1-19参照）。

23兆7633億円となり、引き続き海港を含めた港別の
第1位で、空港としては第2位の関西空港（約9兆7156
億円）の約2.4倍という規模となっている（表1-17参照）。

（2）国際拠点空港としての成田の位置づけ
　2010年6月に閣議決定された「新成長戦略」で、首
都圏空港を含めたオープンスカイの推進が盛り込ま
れた。オープンスカイとは、参入可能な航空会社の数、
路線・便数に係る制限を二国間で相互に撤廃すること。
　この「新成長戦略」に基づき国土交通省は、首都圏
空港を含めたオープンスカイを推進する交渉を開始。
2010年10月の米国との合意を皮切りに、2017年9月の
インドとの合意に至るまで、成田空港におけるオープ
ンスカイ合意国は2018年10月末現在で29カ国・3地域
に拡大した。成田空港の2017年暦年の国際線発着旅
客数に占めるオープンスカイ合意国のシェアは81.3％
に達している。なお成田空港では、誘導路の新設とス
ポットの整備が完了して、運用が開始された2013年夏
ダイヤ（2013年3月31日）からオープンスカイが適用
された（表1-18参照）。
　日本経済の再生に向けて、2013年6月に閣議決定
された新たな成長戦略「日本再興戦略〜JAPAN is 
BACK〜」でも、「訪日環境の改善」を図る施策として、

「LCC参入促進等による航空ネットワークの充実」や「ビ
ジネスジェットの利用環境整備」などとともに、「オー
プンスカイの戦略的推進」が位置づけられた。
　さらに、2016年6月に閣議決定された「日本再興戦
略2016」では、訪日外国人旅行者数を2020年に4000
万人、2030年に6000万人とする目標が盛り込まれた

「観光立国の実現」への対応として「地方空港等のゲー
トウェイ機能強化」が打ち出され、首都圏空港の機能
強化については、「2020年以降、成田空港の抜本的な
容量拡大などの機能強化方策の具体化に向けて、引き
続き関係自治体等と検討を進める」ことや「成田空港
におけるビジネスジェット受入環境改善の検討を進め、
羽田・成田両空港の連携による更なる受入を図る」こ
となどを指摘。「訪日観光客の拡大に向けた環境整備
等」の「観光先進国のショーケース化」でも、「成田空
港・羽田空港の鉄道・バスのアクセス改善、空港をゲー
トウェイとした情報発信拠点化等により利便性・快適
性を向上させる」プロジェクトが盛り込まれた。
　また、2016年3月に「明日の日本を支える観光ビジョ
ン構想会議」が決定した「明日の日本を支える観光ビ
ジョン」に基づいて、2017年5月に策定された「観光ビジョ
ン実現プログラム2017」では、成田空港の高速離脱誘
導路の整備等により、2020年までに羽田・成田の両
空港における空港処理能力をそれぞれ約4万回拡大す
るための取り組みを進めることが示された。さらに、成

表1-18　成田空港におけるオープンスカイ合意国

29カ国3地域 （地域：香港、マカオ、台湾）

合意年月 国・地域

2010年 米国、韓国

2011年
シンガポール、マレーシア、香港、ベトナム、
マカオ、インドネシア、カナダ、オーストラ
リア、ブルネイ、台湾

2012年
英国、ニュージーランド、スリランカ、フィ
ンランド、フランス、オランダ、スウェーデ
ン、ノルウェー、デンマーク、タイ

2013年 スイス、フィリピン、ミャンマー

2014年 オーストリア

2016年 スペイン、ラオス、カンボジア、ポーランド

2017年 パプアニューギニア、インド

（2018年10月末現在）
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第 章1

3. 東アジアの国際拠点空港としての成田空港
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